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1. はじめに 

独立行政法人*1日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）が、北海

道幌延町で実施している幌延深地層研究計画は、平成17年10月に原子力

委員会が公表した「原子力政策大綱」*2に示された「深地層の研究施設」

計画のひとつであり、堆積岩を対象に深地層の研究を行うものです。 

「原子力政策大綱」においては、「日本原子力研究開発機構を中心とし

た研究開発機関は、深地層の研究施設等を活用して、深地層の科学的研

究、地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化等に向けた基盤

的な研究開発、安全規制のための研究開発を引き続き着実に進めるべき

である」と述べられており、幌延深地層研究計画の重要性が示されてい

ます。幌延深地層研究計画では、ここで示された「深地層の科学的研究」

については「地層科学研究」、また、「地層処分技術の信頼性向上」と「安

全評価手法の高度化」については「地層処分研究開発」として研究開発

を進めています。 

また、文部科学省と経済産業省が平成17年10月に公表した「独立行政

法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中期

目標）」（以下、中期目標）*3では、「深地層の研究計画について、中間的

な深度までの坑道掘削時の調査研究を進める。あわせて工学技術や安全

評価に関する研究開発を他の研究開発機関と連携して実施し、これらの

成果を地層処分の安全性に係る一連の論拠を支える知識ベースとして体

系化する」ことが目標として掲げられ、幌延深地層研究計画を着実に推

進することとなっています。 

                                                                                       
本文中に“*番号”で示した用語はページの下部に説明を示しています。また、“（番号）”で示したものは、引

用文献で、巻末に著者名、文献名などを示しました。 

 

*1：独立行政法人通則法 第二条には、『この法律において「独立行政法人」とは、国民生活及び社会経済の安定

等の公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら主体となって直接に実

施する必要のないもののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるもの又は一

の主体に独占して行わせることが必要であるものを効率的かつ効果的に行わせることを目的として、この法律

及び個別法の定めるところにより設立される法人をいう』と規定されています。 

*2：原子力政策大綱は、国の原子力委員会が、今後10年程度の期間をひとつの目安とした、原子力の研究、開発

および利用に関する基本的な考え方を明らかにしたものです。

(http://www.aec.go.jp/jicst/NC/tyoki/tyoki.htm) 

*3：中期目標の対象としている期間は平成17年10月1日から平成22年3月31日までの4年6ヶ月間です。 



 

 
 

2

2. 平成20年度の主な調査研究の進め方 

幌延深地層研究計画は、「地上からの調査研究段階（第1段階）」、「坑道

掘削（地下施設建設）時の調査研究段階（第2段階）」、「地下施設での調

査研究段階（第3段階）」の3つの段階に分けて実施しており、平成20年度

は、平成17年度に開始した第2段階の4年目にあたります。 

平成20年度は、「幌延深地層研究計画 平成20年度調査研究計画」(1)に

従って、調査研究および地上施設と地下施設の建設を進めました。 

調査研究は、これまでと同様に、「地層科学研究」と「地層処分研究開

発」に区分して行いました。具体的には、「地層科学研究」では、地質環

境調査技術開発、地質環境モニタリング技術開発、深地層における工学

的技術の基礎の開発、地質環境の長期安定性に関する研究、という4項目

の研究課題を設定し、「地層処分研究開発」では、処分技術の信頼性向上、

安全評価手法の高度化という2項目の研究課題を設定しています(2)。 

地下施設の建設では、換気立坑の深度約250mおよび東立坑の深度約

140mまで掘削し、水平坑道の一部掘削を行いました。地上施設の建設で

は、国際交流施設の建設工事を開始しました。また、研究所設置地区周

辺や天塩川において環境モニタリングを継続しました。 

原子力機構が幌延町内で実施している調査研究に関わる主要なボーリ

ング調査や観測地点などの位置を図 1に、研究所用地内の主な施設と観

測装置の配置を図 2に示します。 

幌延深地層研究計画の成果は、原子力機構におけるほかの研究開発拠

点での成果と合わせて、一連の地層処分技術として、処分事業や安全規

制に適宜反映していきます。そのため、国内外の研究機関との連携を図

り、大学などの専門家の協力を得つつ、本計画を着実かつ効率的に進め

ます。また、研究開発業務の透明性・客観性を確保する観点から、研究

計画から成果までの情報を積極的に公表し、特に研究成果については国

内外の学会や学術誌などを通じて広く公開します。参考資料として、巻

末に平成20年度の学会などへの発表実績を掲載しました。 

以下に、平成20年度に実施した主な調査研究の成果および地上施設と

地下施設の建設について報告します。 
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図 1 主なボーリング調査および観測装置の設置場所 



 

 
 

4 

図 2 研究所用地における主な施設と観測装置の配置 

 

3. 地層科学研究 

3.1 地質環境調査技術開発 

3.1.1 地質環境データの取得 

(1) 地質構造 

坑道掘削（地下施設建設）時の調査研究段階（第2段階）では、地上か

らの調査研究段階（第1段階）の調査結果に基づく地下施設周辺の地質構

造モデルの妥当性確認と更新を目的として、坑道内における地質観察な

どにより地層の分布や割れ目の発達状況を把握することとしています。

第1段階の調査結果に基づくモデルでは、1）声問層中の割れ目は連続性・

連結性（あるいは開口性）に乏しく、割れ目が多くあっても地下水の流

れには影響しない性質を持つこと、2）稚内層中の割れ目は層理面にほぼ

平行な割れ目（研究所設置地区では北西―南東走向で南西傾斜）と層理

面に高角な割れ目（同地区では東西走向で高角度傾斜）に大別され、後

者の割れ目の一部が稚内層中の主要な水みち（割れ目）として機能して

いること、3）稚内層の浅部（概ね深度400m以浅）においては上記の層理

面に高角な割れ目が、断層（破砕物を含むせん断割れ目）として成長す
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る際に、断層から派生する引張割れ目（スプレークラック）が形成され

やすく（図 3）、これらの断層/割れ目のネットワークが稚内層浅部の高

透水ゾーンを形成している可能性が高いこと、などが推定されました。

第2段階ではこれらのモデルの妥当性確認と更新を行うことが重要とな

ります。 

 

図 3 第1段階のデータに基づく稚内層中の断層の発達モデル 

平成20年度は、上記の割れ目に関するモデルの妥当性確認と更新を目

的として、平成19年度に引き続き坑道壁面/底盤における地質観察と、換

気立坑先行ボーリング（PB-V01孔、図 2参照）から取得した地質データ

の解析を行いました。図 4に立坑の地質観察結果を示します。 

換気立坑における声問層と稚内層の境界が深度約247mであることを確

認するとともに、換気立坑の深度約20～約247mと東立坑の深度約20～約

140mにおける声問層の地質観察の結果、稚内層との境界付近（換気立坑

の深度約200～約247m）では長さ数m以上の連続性・連結性を有する断層

が複数認められたものの、全深度を通じて観察された割れ目の大部分は

連続性・連結性に乏しい割れ目（長さ数十cm程度）であり、湧水箇所も

稚内層との境界付近以外では認められませんでした（図 4）。この結果は

声問層の割れ目は多数存在しても地下水の流れに影響しない性質を持つ

とする第1段階のモデルと整合的と言えます。なお、稚内層との境界付近

に認められた断層の連続性（広がり）については、これらの断層の深度・

方向性・産状に対応する割れ目がPB-V01孔（換気立坑中心との距離：約

17m）に認められなかったことから、概ね数m～十数m程度と推定されます。 
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図 4 立坑における壁面の地質観察結果（展開図）
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一方、換気立坑の深度約247～約250mにおける稚内層の地質観察の結果、

層理面に高角な断層/せん断割れ目/引張割れ目（東西走向～北東-南西走

向）からの湧水（約1 l/min以下）が複数の箇所で認められ、掘削深度が

この部分を通過した後には、換気立坑からの湧水量が約20m3/日から約

80m3/日へと上昇しました。この結果は、稚内層中の主要な水みち（割れ

目）が層理面に高角な割れ目であるとする第1段階のモデルと整合してい

ます。同様の結果は換気立坑の底盤から掘削した鉛直ボーリング孔と

PB-V01孔からも得られ、前者の鉛直ボーリング孔では掘削中に観測され

た湧水箇所（約5 l/min以下）に、層理面に高角な引張割れ目が認められ

（図 5）、後者のPB-V01孔では流体電気伝導度検層から検出された地下水

の流出入深度（計18箇所）付近に認められる割れ目が、いずれも層理面

に高角な断層/せん断割れ目/引張割れ目（東西走向で高角度傾斜）であ

ることが確認されました（図 6）。さらに、換気立坑の深度248mにおける

底盤の地質観察などでは、第1段階のモデルで予測されたスプレークラッ

クの発達が層理面に高角な断層沿いに認められたほか、それらの断層が

応力的に共役な関係で互いに連結し合っていることなどが新たに認めら

れました（図 7）。このような引張割れ目を伴う断層の発達状況は、稚内

層のような堆積岩における高透水ゾーンの形成メカニズムや分布を明ら

かにする上で重要な情報になると考えられます。 

上記のように、平成20年度は、坑道壁面/底盤の地質観察や立坑周辺の

ボーリング調査の結果に基づいて、立坑近傍の地表から深度約250mまで

の地層の分布や割れ目の発達状況を把握することができました。今後も

同様な調査を行い、第1段階のモデルを確認・更新するためのデータを取

得していく予定です。 

図 5 稚内層中の主要な水みち（割れ目）の例 
換気立坑底盤からの鉛直ボーリング孔で観測された湧水割れ目（深度248.6m） 
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図 7 稚内層の割れ目スケッチ（換気立坑深度248m底盤西半部） 

北東－南西走向と東西走向の、層理面に高角な断層が連結する。 

 

図 6 水みち（割れ目）の方向性に関するボーリング調査結果 
PB-V01孔における流体電気伝導度検層により検出された稚内層中の地下水の流出入深度（計18深度）

付近に認められる割れ目の方向性（下半球投影図） 



 

 
 
9

(2) 岩盤の水理 

第2段階では、表層水理調査や第1段階で掘削したボーリング孔での地

下水位観測を継続するほか、地下施設などを利用した立坑周辺の岩盤の

透水性などに関する調査を行っています。そして、これらの調査から得

られる情報に基づいて、第1段階の調査手法、予測結果の妥当性を確認す

るとともに、地下水の流れを理解するための調査手法の検討とその適用

性の確認を行っています。 

平成20年度は、平成17年度までに整備した気象観測所や河川流量観測

地点（図 8）での降水量および、積雪深、気温・水温、河川流出高*4の観

測（図 9）や、これらの観測結果に基づく地下水涵養量（雨や雪などの

降水が地下にしみ込む量）の推定における誤差などの検討のほか、研究

所設置地区およびその周辺における表層部の地下水の流れを把握するた

め、浅層ボーリング孔（図 2）を利用した地下水位観測を継続しました(3)。

これまでの地下水位観測の結果のうち、地下施設近傍の例を図 10に示し

ます。この結果からは、地下施設の建設に伴うと考えられる地下水位へ

の顕著な変化は認められませんでした。また、これまでに得られた地下

水涵養量の推定結果の信頼性を評価するため、降水量、蒸発散量*5などの

表層の水収支に関するデータをより精密に取得するための観測装置（ラ

イシメータ*6）を北進気象観測所に新たに設置し、観測を開始しました（図 

11）。 

今後、各観測を継続し、ライシメータでの観測結果をこれまでの観測

結果などと比較することにより、各観測結果の精度向上や信頼性につい

て検討する予定です。また、地下施設の建設が立坑周辺の表層部の地下

水流動に与える影響についても引き続き検討を行っていく予定です。 

                                                                                       
*4：河川流出高は、河川流量を流量観測地点から上流の流域面積で割った値で、降水量と同じく mm で表します。

今回の試算では、P-3、P-4、P-5 流域からの流出高の加重平均値を用いています。 

*5：蒸発散とは、湖沼などからの水面蒸発、土壌からの蒸発と、主に植物の葉からの蒸散の総称です。蒸発散量

は、風速、気温、湿度などの気象データから推定することができます。 

*6：周囲と同じ土壌を詰めた容器を地中へ埋設し，重量などを計測することにより降水量や蒸発散量などの水収

支に関するデータを直接求める装置です。 
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図 8 表層水理調査位置 
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図 9 河川流量観測および気象観測結果 
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図 10 地下施設近傍（HGW-2孔、HGW-3孔、HGW-V-4孔、HGW-E-3孔）の

地下水位の経時変化 

 

設置状況

本体内部
 

図 11 表層の水収支に関するデータをより精密に取得するための観

測装置（ライシメータ） 

また、平成20年度は、PB-V01孔で実施した水理試験(4)の結果（図 12）

について、第1段階で得られた岩盤の透水性などに関する知見との対比を

行いました。第1段階の調査研究では、研究所設置地区およびその周辺に

おける稚内層の透水係数の値は10-11～10-5m/s程度の広い幅があること、

深部ほど透水係数が低くなる傾向が認められること、全水頭分布がボー
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リング孔の地表の標高よりわずかに高い状態にあることなどが分かって

います(5)。PB-V01孔での水理試験の結果（図 12）から、稚内層の透水係

数の値の幅が広いことや、全水頭が地表の標高より概ね7～17m高い値を

示すことなど、第1段階の調査研究結果と整合的であることが確認されま

した。一方で、深部ほど透水係数が低くなる傾向は、明瞭には認められ

ませんでした。稚内層の浅部（深度236.5～350m付近）では他の深度に比

べて透水性が高い結果が得られており、地下施設の建設においても、

3.1.1(1)で述べたように、換気立坑の深度約247m付近から、湧水量（排

水処理量）の増加が確認されています。今後、地層の分布や割れ目の発

達状況などとの関係を検討する予定です。 
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図 12 PB-V01孔における水理試験結果 
*実施した異なる水理試験方法により得られた結果のうち、PB-V01孔近傍の岩盤の透水係数を表

していると考えられるものを「PB-V01孔近傍」、より遠方までの岩盤の透水係数を表していると

考えられるものを「より遠方」と表現しました。 
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(3) 地下水の地球化学 

第2段階における地下水の地球化学に関する調査試験では、第1段階で

推定した地下水の水質の空間分布および地下施設の建設に伴い生じる地

下水の水質変化を確認することを目的としています。このためのひとつ

として、坑道内において地下水の水素イオン濃度（pH）や酸化還元電位

（Eh）などを測定するための装置を製作し、その適用性の確認を行うと

ともに、坑道近傍の地下水の水質変化を把握することとしています。 

平成20年度は、換気立坑および東立坑に設置した集水リングによる地

下水の水質モニタリングを継続するとともに、換気立坑の深度140m小型

試錐座において坑道内から掘削したボーリング孔から得られた地下水の

pHやEhなどの測定を行いました。 

平成20年度までに換気立坑および東立坑に設置した集水リングによる

水質モニタリング結果をそれぞれ図 13および図 14に示します。一部の

集水リングにおいては地下水の湧水量が少なくEhや溶存酸素濃度（DO）

の値が安定しない状態ですが、一定の湧水量がある集水リングにおいて

は、大気中の酸素や脱ガスによる影響を受けにくい電気伝導度（EC）の

値が安定してきました。また、換気立坑の深度140m小型試錐座において

ボーリング孔からの湧水を対象として、空気に触れない状態でpHやEhな

どの連続観測を行いました。その結果、この深度の地下水が中性のpH（約

7.6）、強還元状態（Eh：約-280mV）にあることが明らかになりました。

このような地下水の化学的性質は、坑道周辺の地下水の坑道への流入や

坑道から岩盤への空気の浸入により、徐々に変化していくと予想されま

す。今後、長期的に地下水の水質の観測を行い、その変化のプロセスや

メカニズムを坑道周辺の地質や地下水の流れ方も踏まえた解析に利用し

ます。 
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(a) 深度28.5m 
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(b) 深度63.8m 
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(c) 深度98.0m 
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(d) 深度133.8m 

図 13-1 換気立坑の集水リングにおける地下水の

水質モニタリング結果（その1） 
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(e) 深度168.0m 
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(f) 深度202.0m 
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(g) 深度242.0m 

図 13-2 換気立坑の集水リングにおける地下水の

水質モニタリング結果（その2） 
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(a) 深度27.0m 
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(b) 深度63.9m 
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(c) 深度100.0m 
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(d) 深度132.0m 

図 14 東立坑の集水リングにおける地下水の水質モニタリング結果 
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(4) 岩盤力学 

平成20年度は、平成19年度の換気立坑の深度140m小型試錐座での測定

に引き続き、東立坑の深度140m小型試錐座において掘削した図 15中の④

～⑥孔の3本のボーリング孔において、水圧破砕法による初期地圧測定を

実施しました。 

④～⑥孔では、水圧破砕法から得られた孔壁形状の型取記録より、ボ

アホールブレイクアウト*7と考えられる孔壁の連続的な破壊が認められ

ました。この現象は、平成19年度に実施した、換気立坑側の①～③孔で

も認められました。 

 
(a) 140m水平坑道平面図 

5°

35°小型試錐座 ④⑤孔

⑥孔

東立坑

5°
30° 小型試錐座

換気立坑

初期地圧測定用
ボーリング孔(20m×3本)
（平成19年度実施）

①②孔

初期地圧測定用
ボーリング孔(20m×3本)
（平成20年度実施）

③孔

平成19年度掘削部分

未掘削部分

平成20年度掘削部分

凡例

 
(b) 140m水平坑道側面図 

図 15 初期地圧測定実施位置図 

 

                                                                                       
*7：ボーリング孔周辺の最大圧力と最小圧力に差がある場合、ボーリング孔の掘削によって孔周辺に生じた圧力

集中で、最小圧力がかかっている場所に破壊が生じ、それが孔軸方向に連続して生じる現象です。 
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平成19年度に実施した初期地圧の評価は、水圧破砕法による方法と、

ボアホールブレイクアウトによる方法で別々に行いました。しかし、平

成20年度に実施した評価では、これら2つの方法により別々に評価するよ

り、両方の結果を一度に用いて評価することで信頼性が向上することが

分かりました。そこで、平成19年度に実施した試験結果に対しても、両

方の結果を一度に用いる方法を適用し、再評価を実施しました。 

図 16に三次元初期地圧の評価結果を示します。図 16に示した主応力

の下半球投影図より、換気立坑と東立坑の深度140mにおける主応力の方

向と大きさには比較的良い一致が認められることが分かりました。 
 

σ3(1.0MPa：S25E,8SE)

σ1(2.4MPa：S64W,0)

σ2(2.3MPa：N25W,82NW)

Ｎ

Ｓ

ＥＷ

σ3(1.1MPa：S44E,3SE)

σ1(2.2MPa：S45W,21SW)

σ2(2.1MPa：N36E,68NE)

東立坑深度140m
小型試錐座で測定

換気立坑深度140m
小型試錐座で測定

 
図 16 三次元初期地圧の評価結果 

深度140mにおける主応力の下半球投影図。図中括弧内は（主応力値：方位、傾斜）を表します。 

また、図 17は、これまで地上から実施したボーリング調査（HDB-1、3、

6、8、11孔）より得られた初期地圧測定結果と深度140mの小型試錐座で

実施した測定結果を水平面内の主応力として表示し、比較したものです。

図 17(a)より、換気立坑と東立坑の深度140mにおける水平面内の最大主

応力値は、その深度分の岩盤の重さにほぼ一致しているものの、水平面

内の最小主応力値については、小さな値となっています。図 17(b)より、

水平面内の最大主応力の方向については、これまで、地表から地下700m

程度までは、ほぼ東西方向であるとの結果が得られていましたが、平成

19、20年度の結果からは、東西方向から反時計回りにそれぞれ46°と26°

の方向となりました。これまでの傾向と異なる原因については、今後、

声問層および稚内層を対象とした水平坑道での初期地圧測定を順次行い、
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データを蓄積して検討を行っていく予定です。 

また、水平坑道の掘削に伴う坑道周囲の掘削影響領域*8の特性を評価す

るために、力学試験用ボーリング孔（図 15(a)参照）を掘削して、弾性

波トモグラフィー*9による調査を実施し、坑道掘削前の初期値を取得しま

した。今後、坑道掘削によって生じる周辺岩盤の弾性波の速度変化の範

囲と程度を継続して調査していきます。 
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図 17 既存の初期地圧測定結果との比較 
凡例のMaxは最大主応力値、Minは最小主応力値を表します。 

 

3.1.2 地上からの調査・解析手法の妥当性確認と地質環境モデルの

構築 

(1) 地質構造モデル 

坑道壁面の地質観察や既存のボーリング調査におけるコア観察で得ら

れた地質・地質構造に関するデータ（地層や断層の分布など）を用いて、

地質構造モデルを更新しました。図 18に、地下施設周辺の地層や高透水

ゾーンの詳細な分布を三次元的に表現した地質構造モデルを示します。 

                                                                                       
*8：坑道を掘削することにより坑道の周囲に発生する坑道掘削前と状態が変化する領域のことをいいます。岩盤

の強度が低下するような力学的な変化，間隙水圧が低下するような水理学的な変化，酸素が触れることによる

地球化学的な変化などが起こります。 

*9：岩盤内の決められた領域の周囲に受振器と発振器を設置し，色々な測線の弾性波の速度を計測することによ

り，領域内の弾性波速度分布を画像化する技術です。 
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このように、坑道掘削時の調査結果を用いて、既存の地質構造モデル

の更新を逐次行い、地下施設の詳細なレイアウトの検討や地下施設内で

の調査試験位置の検討、ならびに地下水の流動状態を把握するための水

理地質構造モデルの基盤情報として活用していきます。 
 

図 18 地質構造モデル 

 

(2) 岩盤の水理モデル 

坑道掘削に伴う周辺の地質環境への影響の検討、および作成した水理

地質構造モデルの妥当性の確認を目的として、地下施設の建設に伴う地

下水流動の変化を推定するための予測解析を行いました。予測解析では、

大曲断層などの地質構造や声問層および稚内層中の割れ目に伴う透水性

の不均質性や異方性といった特徴を仮定した三次元モデルと、換気立坑

先行ボーリング調査から得られた地層の分布や透水性に基づく一次元モ

デルの2つの手法を用いて、立坑を掘削した際の湧水量を推定しました。
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その結果、2つの手法の仮定や、実際の地下施設の建設と推定した時期の

違いに起因する設定条件の違いなどがあるものの、透水性が高いと想定

された稚内層の浅部に換気立坑の掘削が進んだ際に、湧水量が増加する

ことが推定されました。予測解析に際して、一次元モデルでは地層や地

下施設の形状を単純化し、調査結果を比較的迅速に反映できる一方、三

次元モデルではモデルの作成などが煩雑になるものの、地層や地下施設

の形状などを詳細に推定に反映でき、水圧などの湧水量以外の推定が可

能です。各手法の特徴や推定の目的を踏まえて、地質環境の特徴や地下

施設の建設工程などの条件に応じて解析手法を選ぶことにより、効果的

な推定を行うことができました。 

今後は、第2段階の調査研究において、地下施設の建設に伴う湧水量の

変化を継続的に観測するとともに、坑道およびその周辺で取得されるデ

ータやその解釈結果を反映して水理モデルを更新することや、更新した

モデルによる地下水流動解析を行うことを通じて、堆積岩地域を対象と

した地質環境のモデル化および解析手法の整備を行う予定です。 

 

(3) 地下水の地球化学モデル 

地下に坑道掘削を行うと、坑道周辺は地下水圧の低下などにより、坑

道周辺の地下水や岩石の化学的状態が変化すると考えられます。坑道掘

削に伴って地下水の圧力が解放されると、地下水中に溶存している二酸

化炭素が脱ガスし、pHがアルカリ側に変化すると考えられています。ま

た、脱ガスによって形成される不飽和帯中では、坑道から岩盤内への酸

素の拡散が促進される可能性があります。坑道掘削後に坑道壁面に打設

される覆工コンクリートの近傍では、コンクリートを構成するセメント

と地下水との反応により地下水のpHが高くなり、これと接触する岩盤中

の鉱物が変質すると考えられます。 

平成20年度は、平成19年度までに開発した解析技術を用いて、地下施設

の建設に伴って、坑道周辺で生じる地下水の水質ならびに岩石鉱物の変

質の予測解析を行いました（図 19）。さらに、スーパーコンピュータを

活用し、坑道周辺の脱ガスによる不飽和帯の広がりについての予測解析

を行いました（図 20）。以上の地球化学に関する解析により、坑道の壁
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面から深さ数mの岩盤内部まで化学的酸化が進み、還元的な環境に特有な

鉄と硫黄から成る既存の鉱物（黄鉄鉱）の組成が変化し、酸化的な環境

に特有な水酸化鉄鉱物（ゲーサイト）が生成することが分かりました。

また、声問層と稚内層の地層境界の付近では、地下水中の溶存ガスの脱

ガスにより形成される不飽和帯中において、酸素の拡散による化学的変

化が起こりやすい可能性が示されました。 

今後は、坑道周辺において実際の鉱物の変化や不飽和帯の拡がりを観測

し、予測結果と比較することにより、開発した解析技術の適用性を確認

する予定です。 

コンクリート支保

高pH水

二次鉱物生成

コンクリート支保

高pH水

二次鉱物生成

覆工コンクリート
還元鉱物の溶解

酸素拡散
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図 19 坑道周辺の地球化学反応と岩石鉱物の変化量 
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換気立坑

東立坑
西立坑

ガス飽和度

掘削開始から3年後
 

図 20 坑道周辺の溶存ガスの脱ガスにより形成される不飽和

帯の広がりについての予測結果 

(4) 岩盤力学モデル 

立坑の掘削に伴い取得される岩盤の変位や覆工にかかる荷重などの計

測データを使用して、岩盤力学モデルの検証を行っています。立坑の掘

削はショートステップ工法*10で行われているため、立坑の掘削および覆

工コンクリートの施工と前後して設置する計測機器で取得される計測デ

ータは覆工コンクリートの影響を強く受けることとなります。これに対

して、これから掘削しようとする立坑の切羽よりも深度の深い岩盤部分

は覆工の影響が小さい部分となります。そのため、掘削予定の岩盤内に

あらかじめ先行するボーリング孔を掘削して変位計を設置しておき、立

坑の掘削に伴う岩盤の変位を計測（先行変位計測）することで、岩盤の

物性をより正確に把握することが可能になると考えられます。 

そこで、図 21の左図に示すように、換気立坑の切羽の中心から鉛直下

向きに約23mのボーリング孔を掘削し、先行変位計測用の機器を設置し、

鉛直下向き方向の岩盤の変形を計測しました。先行変位計は9つのアンカ

ーがあり、最深部のアンカーを不動点と見なしました。 

                                                                                       
*10:掘削、掘削土(ズリ)搬出、覆工コンクリートなどの支保工の施工を 1回の施工サイクルとして、立坑を掘り

下げていく工法のことです。 
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図 21の右図に換気立坑での計測結果を示します。この図は、各アンカ

ー設置点の鉛直変位を切羽との距離の関係で示したものです。切羽が近

づくにつれて岩盤は隆起（図中変位計のプラス側への変位）しているこ

とが分かりました。そして、立坑の掘削が進行し、計測区間に切羽が最

も接近した時に変位が最大となること、このような岩盤の変位挙動はほ

ぼ一様で、10mm程度に収まることが分かりました。 
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図 21 切羽からの深さとの鉛直変位の関係（換気立坑） 

 

3.1.3 調査技術・調査機器開発 

(1) 岩盤の水理に関する調査機器開発 

坑道の掘削に伴う発破、周辺の岩盤の応力解放、および応力の再配分

などにより力学的・水理学的性質が変化する領域が坑道周辺に発生する

と考えられています。平成20年度は、坑道周辺の水理特性の変化を把握

するための調査機器（間隙水圧計、水分計および透水試験装置）を深度

140m水平坑道の壁面から掘削したボーリング孔に設置し、その場所から

先の水平坑道を掘削する前の水理特性を調べました。その結果、坑道掘

削前の地下水の間隙水圧は立坑の壁面に近いほど低くなっていることが

分かりました（図 22）。これは、地下水が坑道に近い壁面から地下施設
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内に湧出するために、坑道に近い方の間隙水圧がより大きく低下してい

ることを示しています。 

 
図 22 水平坑道壁面から掘削したボーリング孔の間隙水圧の観測結果 

また、同一区間で複数の異なる透水試験方法を適用して得られた結果

には類似した傾向がみられますが、試験方法によってバラツキも認めら

れます。特に、パルス試験とほかの方法との間には、最大1桁程度の差が

みられました（図 23）。このことは、試験中に試験区間内でのガスの発

生が圧力へ影響を与えている可能性が考えられますが、今後、詳細な解

析や試験区間の岩相との対比を実施し、試験結果を再確認する予定です。

また、試験区間によって透水係数が異なることについては、地層中の割

れ目の分布などが不均質なため、水を通しやすい場所と通しにくい場所

との差が出ているものと考えています。 

今後、坑道の掘削による透水性の変化を確認するための調査を行い、

水平坑道周辺の透水性を把握するための調査技術を確立する予定です。 
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図 23 各試験区間の透水係数の分布（速報値*） 
*今後の解析により透水係数を見直すことがあります。 

 

(2) 地下施設の建設に伴う表層の変位観測技術開発 

地表面から岩盤を乱すことなく地下深部の岩盤や地下水の挙動をモニ

タリングする技術を確立することを目的として、立坑の周辺に9台の高精

度傾斜計を配置し（図 2参照）、坑道掘削に伴う地表面の傾斜の変化を計

測しています。平成20年度は、高精度傾斜計により得られた計測データ

（2007年4月1日から2008年11月31日）に含まれるノイズ成分を周波数の

高い成分を主体とするノイズと、そうでないノイズ（周波数の低い成分

のみのノイズ）に分類し、それらの除去を試みました。周波数の高い成

分を主体とするノイズには電気的なノイズ、地上の工事によるノイズ、

工事用の重機の移動などによるノイズが含まれ、これらはスパイク状の

波形や階段状(図 24)の波形として観測されます。図中のxtilt、ytiltは
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傾斜計が計測している直交する2方向の傾斜成分であり、この2つの成分

および傾斜計の内部で計測されている方位から、総合傾斜角と傾斜方位

角を算出します。周波数の高い成分を主体とするノイズは平行移動によ

る方法で除去を行いました。これは直前のデータと一定値以上の差があ

るデータをノイズを含むデータとみなし、ノイズ直前のデータと同じ値

とする方法です。一方、周波数の低い成分のみのノイズには気圧、潮汐

などの影響によるノイズが考えられます。モニタリングデータを潮汐や

気圧などの応答成分に分離解析するBAYTAP-G (BAYesian Tidal Analysis 

Program (Grouping method))と呼ばれるプログラムを使用して、周波数

の低いノイズを除去しました。計測データに含まれる気圧成分、潮汐成

分の一例を図 25に、ノイズを除去した結果を図 26に示します。 
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図 24 周波数の高いノイズの例(2008年9月データ) 
縦軸の単位は10-6ラジアン*11 

 

                                                                                       
*11：ラジアンは角度の単位で、π（約 3.14）＝180°に相当します。 
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図 25 解析結果および計測データに含まれる気圧、潮汐成分の例 
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図 26 ノイズ除去後の総合傾斜角と傾斜方位角の例 

また、これまでの調査により地表面は立坑掘削に伴い緩やかに立坑の

方向に傾斜していくことや、立坑掘削が行われていない期間においても

傾斜の変化が継続すること、立坑掘削による弾性的な変形が生ずると推

定される範囲より広い範囲で傾斜変化が生じていることなどが分かって

おり、高精度傾斜計による観測結果は、地下水の流れの変化に起因する
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岩盤変形を捉えている可能性が高いことが示唆されています。そこで、

コンピュータにより換気立坑の掘削時において、換気立坑に向かう地下

水流れの発生がもたらす岩盤の圧密変形を推定し、この変形による地表

面の傾斜変化を計算し、観測結果との比較を行いました。図 27に換気立

坑中心から半径約20mの距離にある傾斜計で観測された換気立坑へ向か

う傾斜成分（投影傾斜角）と、解析結果を比較したものです。これらの

比較の結果、岩盤の透水係数を5×10-8m/sと設定した場合に、観測された

傾斜の変化と解析結果が、変化の傾向や大きさの点で整合的であること

が示されました。なお、観測結果には、東立坑掘削に伴って生ずる、東

立坑方向に向かう傾斜成分が含まれており、これが換気立坑へ向かう傾

斜変化とは逆方向であることから、日数の経過とともに換気立坑へ向か

う傾斜量は解析結果より小さくなっていくと考えられます。 

これらのことは、観測された地表面の傾斜変化が、立坑に向かう地下

水の流れの発生に伴う岩盤の圧密変形に起因するものであることを示す

と同時に、地表面の傾斜変化や分布から、地下水の流れの変化やそれに

伴う岩盤変形を推定することができる可能性を示していると考えられま

す。 
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図 27 換気立坑方向に向かう傾斜量 

 

(3) 岩盤力学に関する調査機器開発 

地下深部に坑道を掘削すると、坑道の周囲に生じている応力の再配分

や岩盤のクリープにより、坑道が微小に変形します。坑道の長期的な変
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形挙動を把握することは、坑道の合理的な支保*12設計や施工の実施なら

びに掘削によって生じる坑道周辺岩盤の物性の変化を評価する上で重要

です。そのため、原子力機構では坑道掘削直後からの岩盤の変形を長期

的に安定して計測できる光ファイバー式地中変位計の開発を実施してい

ます。 

光ファイバー内に光を入射させると、特定の波長の光だけが反射され

ます。そして、光ファイバーに変位が生じると反射した光の波長の変化

が生じます。そのため、反射した光の波長を計測することにより、光フ

ァイバーの変位量を知ることができます。光ファイバー式地中変位計は、

上記のような特性を利用したものです。 

光ファイバー式地中変位計は、図 28に示すように、光ファイバーが収

納されている測定部分、固定アンカー、アンカー間を結ぶロッドで構成

され、岩盤内に生じる変位（アンカー区間内の変位量）は、アンカー間

の変位量と図中の金属板に接着された光ファイバーの反射光の波長変化

量との関係より求められます。平成19年度までは、光ファイバーを利用

した多段式の地中変位計を試作し、埋設における作業性の確認などを主

に実施しました。 

光ファイバー

接着剤

金属板

光ファイバー

接着剤

金属板

測定部分
固定アンカー

固定アンカー

アンカー間を結ぶロッド

 

図 28 光ファイバー式地中変位計の構成 

長期間の計測を想定した場合、変位計の測定部分は温度や湿度の変動

などを受けて、光ファイバーの収縮や膨張が生じる可能性が予想されま

                                                                                       
*12：周辺岩盤と地下空間の安定を保つために設ける構造物のことです。通常、ロックボルト、鋼製支保、吹付け

コンクリートなどから構成されます。 
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す。平成20年度は、それらの影響を極力少なくするために室内試験を実

施し、金属板と光ファイバーの接着方法を改良しました。 

今後は、開発した変位計を地下施設内に埋設してデータを取得しつつ、

適用性について確認する予定です。 

 

(4) コントロールボーリング技術の開発 

コントロールボーリング技術の開発について、財団法人電力中央研究

所*13（以下、電中研）との共同研究を継続しました。平成20年度は、平

成19年度に引き続き、断層破砕帯を対象としたコントロールボーリング

掘削技術の適用性を確認するために、上幌延地区の大曲断層近傍におい

て掘削および試験装置の適用性の確認を継続しました。掘削長は約800m

となり、ボーリング孔(HCD-3孔、図1参照)の角度がほぼ水平に達しまし

た。また、地下水の間隙水圧のモニタリングシステムの適用性の確認の

ため、敷地内のボーリング孔（深度約80m）でのモニタリングを継続しま

した。今後、水平方向への掘削を継続し、水理試験装置などの適用性の

検討を行う予定です。 

 

(5) 塩水と淡水が混在する場における地下水流動などに関する調査

技術開発 

平成19年度に着手した、塩水と淡水が混在する場における地下水流動、

水質形成および物質移動に関する調査を、財団法人原子力環境整備促

進・資金管理センター*14（以下、原環センター）との共同研究、および

電中研との共同研究を活用して実施しました。 

平成20年度は、わが国の沿岸域を対象とした調査から解析に至る一連

の評価手法を構築するために、幌延町沿岸域を事例として、文献の調査

やこれまで実施してきた陸域の電磁法探査に加え、海域での電磁法探査

などの調査結果に基づいて水理モデルを作成し、地下水流動および地下

                                                                                       
*13：財団法人電力中央研究所は、電力技術の専門研究機関であり、原子力技術、先進保守技術、環境・革新技術、

最適エネルギー利用技術、社会・経営リスクマネジメントを研究開発課題としています。原子力技術の一環と

して、高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発を実施しています。 

*14：財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センターは、放射性廃棄物処理処分の専門研究機関として発足し

ました。現在は、原子力発電環境整備機構を通して積み立てられる最終処分積立金の管理などを行う資金管理

業務も実施しています。 
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水中の塩分が降水によって洗い出される条件を仮定した塩分濃度分布の

推定を行いました（図 29）。その結果、推定された淡水の分布範囲と比

抵抗の高い部分が一致する結果が得られました。この推定を行う過程を

通じて、モデル化および解析における手順や判断根拠などの抽出、整理

を行いました（図 30）。 

今後は、解析と並行して実施した国外事例の調査結果などを参考にし

て、幌延町沿岸域での調査研究を進める予定です。 

0.0

1.0
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(a) 推定結果例 (b) 調査結果
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海岸線

(a)推定結果例 (b)調査結果 
平成19年度に産総研が実施した電磁法探査によ

る比抵抗分布 

図 29 沿岸域での塩分濃度分布の推定例 
推定結果と電磁法探査結果による調査結果との比較。 

破線は水平方向約20km、鉛直方向約8kmを示す。 
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図 30 モデル化、解析の手順、判断根拠の整理例 

 

3.2 地質環境モニタリング技術開発 

3.2.1 ボーリング孔を用いたモニタリング技術開発 

第2段階では、地下施設の建設が地下水の水圧や水質に与える影響を観
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測する技術の整備、岩盤の水理モデルや地下水の地球化学モデルの構築、

地下水流動解析などに必要なデータの取得、および構築したモデルや解

析結果の妥当性を確認するためのデータの取得を目的として技術開発を

行っています。 

平成20年度は、PB-V01孔に地下水の水圧・水質の長期モニタリング装

置を設置し、観測を開始しました。また、HDB-1～4孔およびHDB-6～11孔

に設置した地下水の水圧・水質の長期モニタリング装置により、モニタ

リングを継続しました。 

図 31にHDB-6孔およびHDB-9孔の地下水の間隙水圧の測定結果を示し

ます。モニタリングを実施しているボーリング孔のうち、地下施設に最

も近いHDB-6孔では、深度64.06m、292.15m、365.85m、390.06mの測定区

間において、立坑の掘削の影響と考えられる間隙水圧の変化が観測され

ました（立坑の掘削工程は図 10を参照）。一方、地下施設から離れたHDB-9

孔の間隙水圧の変化には、平成19年度と同様、深度34.02mの測定区間に

おいて、積雪地域にみられる雪解け時期の水圧上昇と、降雨による水圧
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図 31 HDB-6孔および9孔における地下水の間隙水圧の測定結果 
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の上昇がみられますが、立坑の掘削に伴うと考えられる変化は観測され

ていません。 

 

3.2.2 比抵抗モニタリング技術の適用性確認 

第1段階の調査研究結果より、岩盤中の見掛比抵抗値と地下水の塩化物

イオン濃度には良好な相関関係があることが分かりました。そこで、こ

の見掛比抵抗値を定期的に測定し、変化を捉えることにより、地下施設

建設に伴う周辺地下水流動の変化をモニタリングする試みを平成18年度

より実施し、適用性の確認を行っています。岩盤中の見掛比抵抗分布は、

図 32に示すような既存のボーリング孔を結ぶ2つの測線を配置し、電気

探査法により測定しました。測定の結果を図 33、図 34に示します。平

成18、19、20年度の結果を比較すると、全体的に見掛比抵抗の値や分布

形状が大きく変わる区域はみられませんでした。深度の深い部分で見掛

比抵抗の変化がやや大きい箇所が認められますが、この原因については、

今後検討する予定です。また、立坑付近に関しては、立坑掘削に起因す

ると考えられる明瞭な比抵抗の変化域は認められませんでした。今後も、

同じ測線上で電気探査法を実施し、地下施設建設に伴う岩盤中の比抵抗

の変化を観測していく予定です。 

 
図 32 電気探査の測線配置 
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図 33 電気探査で得られた見掛比抵抗分布（測線1） 
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3.2.3 遠隔監視システムの開発 

遠隔監視システムの開発は、精密に制御した弾性波や電磁波の連続信

号を用いる「アクロス」*15と呼ばれる信号システムを応用して、地下施

設の建設に伴う地質環境の変化(地下水飽和度の変化などに伴う岩盤物

性値の変化)を地表付近から精度良く把握する技術の確立を目標として

います。 

平成17年度までに、弾性波と電磁波の観測システムを設置し、試験観

測を経て、長期観測を開始しました。平成20年度は、この長期観測を継

続するとともに、平成19年度に引き続き、地下施設建設に伴う地質環境

の変化が遠隔監視システムの受信信号にどのような変化をもたらすかを

検討するための波動場シミュレーションを行いました。 

遠隔監視システムの送信点と受信点の配置を図 35に示します。このよ

うな送受信点の配置や、これまでの調査研究によって分かってきた研究

所周辺の地下構造、さらには地下施設の建設に伴う立坑近傍の地質環境

の変化（立坑近傍における地下水飽和度の低下）を想定した地下物性値

                                                                                       
*15：アクロス（ACROSS）は、「精密制御定常信号システム」の英訳、Accurately Controlled Routinely Operated 

Signal System の頭文字をつないだ略語です。 

*16：IKONOS 衛星画像データの所有権・著作権は日本スペースイメージング㈱にあり、正規登録ユーザーとしての

利用許諾を得て、これを使用したものです。 

幌延町 北進地区

HDB-5

Z

HDB-8

HDB-3

HDB-4

弾性波アクロス受信点

電磁アクロス受信点

研究所用地

電磁アクロス送信点

弾性波アクロス送信点

 

図 35 遠隔監視システムの観測機器配置図 
IKONOS衛星画像データ*16を利用 
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モデルをもとに、送信された弾性波や電磁波がどのように伝わるかを、

コンピュータ上で模擬（波動場シミュレーション）しました。このよう

なシミュレーションによって、実際に観測を行っている各受信点、ある

いは仮想の受信点で、どのような信号が受信され、地下施設建設に伴う

地質環境の変化により受信信号にどのような変化が現れるかを検討する

ことができます。 

図 36は、電磁波についてのシミュレーション結果の例です。この例は、

立坑からの距離が30m以内の領域で地下水飽和度が低下した場合、地表で

観測される信号がどの程度変化するか（信号変化量*17）を示しています。

このうち、(a)は信号の周波数を61.25Hzとした場合の平面分布であり、

暖色系になるほど信号変化量が大きいことを表しています。この図から、

信号変化量は立坑から遠ざかるにつれて小さくなることや、送信ダイポ

ールの方位などに依存し、方向によって減少の度合いが異なることが分

かります。また、(b)は送信点から約1km離れたHDB-8受信点での信号変化

量を様々な信号の周波数について計算した結果を示しています。この図

からは、信号を受信する場所が同じでも、送受信する信号の周波数の違

いによって、信号変化量が異なることが分かります。 

(a)信号の周波数を61.25Hzとした場

合に地表で観測される磁場東西成

分信号変化量の平面分布 

(b)HDB-8受信点で観測した場合の各周

波数での磁場の信号変化量 

図 36 電磁波についてのシミュレーション結果の例 

立坑近傍の地質環境に変化が生じた場合に観測される電磁波信号変化の程度（信号変化量） 

                                                                                       
*17：電磁アクロスにおける磁場の信号は、複素伝達関数[pT（ピコテスラ；受信磁束密度）/A（アンペア；送信

電流）]として観測されます。 
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今後も、長期観測を継続しつつ、様々なケースを想定したシミュレー

ションを行い、地下施設の建設に伴う地質環境の変化を把握するために、

必要な送信周波数や送受信点位置についての検討を行います。 

 

3.3 深地層における工学的技術の基礎の開発 

平成20年度は、情報化施工*18プログラム(6)、(7)に基づき、地下施設建設

工事を進めながら、地中変位計やコンクリート応力計などの計測機器に

より取得したデータを分析・評価して、これまでに施工した支保の健全

性を監視することで、坑道の安定性評価を行いました。 

計測項目は、日常的なデータ取得（日常管理計測）とある頻度でのデ

ータ取得（ステップ管理計測）に区分しました（図 37）。計測の実施に

あたっては、地下施設実施設計(8)で設定した地山区分などを考慮して、

計測の頻度・位置などを設定し、データを取得しました。取得したデー

                                                                                       
*18：坑道を実際に掘削している段階で、岩盤や支保工に生じる応力やそれらの変形を計測し、当初設計の妥当性

を確認するとともに、必要に応じて設計や施工方法を修正しながら施工に反映させる、施工管理方法のことを

言います。 

・切羽(壁面)地質観察

簡易原位置試験
・簡易弾性波探査試験
・シュミットハンマー反発度試験
・エコーチップ硬さ試験
・針貫入試験
・点載荷試験

・内空変位計測

岩盤等級の評価 支保の選定

切羽状況の把握 補助工法の必要性検討

既設支保の健全性の監視, 長期安定性の評価

・日常管理計測

・地中変位測定
・ロックボルト軸力測定
・吹付けコンクリート応力測定
・覆工コンクリート応力測定
・鋼製支保応力測定
・先行変位計測

・孔内水平載荷試験
・一軸圧縮試験
・三軸圧縮試験
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後続箇所
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図 37 日常管理計測およびステップ管理計測の主要な項目

および取得データの分析・評価の流れ 



 

 
 

40

タは、図 37に示す流れで分析し、既設支保の健全性の確認と坑道の安定

性評価を行いました。また、当初設計時の挙動解析結果との比較を行い

当初設計で用いた解析モデル・物性値の検証により、解析精度を向上さ

せるとともに、後続施工箇所の設計の修正や管理基準値の再設定に順次

反映します。表 1に取得したデータの分析・評価結果の反映先を示しま

す。 

表 1 策定した情報化施工プログラムに基づく計測データ

の分析・評価結果の反映先 

ステップ管理 ステップ管理計測データの分析・ 
評価結果の反映先 

・換気立坑：～深度140m 
・東立坑：～深度140m、140m水平坑道 

・西立坑：～深度140m、140m水平坑道 ① 
・東立坑 ：～深度140m ・西立坑：～深度140m、140m水平坑道 

・換気立坑：深度140m～深度250m 
・東立坑：深度140m～深度250m、250m水平坑道

・西立坑：深度140m～深度250m、250m水平坑道② 
・東立坑 ：深度140m～深度250m ・西立坑：深度140m～深度250m、250m水平坑道

・換気立坑：深度250m～深度400m 
・東立坑：深度250m～深度400m、400m水平坑道

・西立坑：深度250m～深度400m、400m水平坑道

・東立坑 ：深度250m～深度400m ・西立坑：深度250m～深度400m、400m水平坑道
③ 

・西立坑 ：深度250m～深度400m ・400m坑道 

・換気立坑：深度400m～深度500m ・東立坑：深度400m～深度500m、500m水平坑道
④ 

・東立坑 ：深度400m～深度500m ・500m水平坑道 

水平坑道におけるステップ管理は、同一深度の後続施工のステップ管理に用います。 
各深度は、実施設計に基づき設定したものであり、今後の研究計画にあわせて、深度を見直す

ことがあります。 

これまでに取得した岩盤の変位や覆工コンクリートの応力などの計測

データの一例として、図 38に換気立坑の深度177mにおける覆工コンクリ

ート応力の経時変化を示します。図から、覆工コンクリート応力が当該

深度の許容応力度（6MPa）以下であり、既設支保は健全であることが分

かります。また、計測断面付近の覆工コンクリート表面にはひび割れの

発生などは確認されておりません。 

今後も引き続き、地下施設建設工事を進めながら、データ取得ならび

に分析・評価を行い、設計の妥当性を確認しつつ、後続箇所の施工方法

の最適化に反映していく予定です。 
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図 38 計測結果の一例 

換気立坑の深度177mの覆工コンクリート応力計測結果 

また、坑道内における防災対策の信頼性向上を目的として、平成18年

度までに実施した坑内火災を想定した立坑模型実験の結果を踏まえた、

火災時の通気網解析手法の高度化を検討しました。具体的には、平成19

年度に構築した解析手法に基づき、覆工の熱伝達の効果を考慮した計算

機能を開発し、模型実験と同様の条件でシミュレーションを行い、検証・

評価しました。その結果、模型実験で確認された坑道内の温度変化が再

現されました。図 39に模型実験の模式図を、図 40および図 41に立坑2

本・水平坑道2本モデルにおいて、水平坑道に火災源を設けた場合の実験

結果と解析結果の一例を示します。 

今後も、解析手法を改良し、火災時の通気網解析手法の高度化を進め

ていく予定です。 

さらに、湧水抑制対策のための技術開発として、新たなグラウト*19材

料や注入技術の開発、そのグラウト材料が周辺岩盤の長期挙動に与える

影響を評価する手法に関する原位置試験などについて検討を継続しまし

た。 

                                                                                       
*19：岩盤に孔をあけ、セメントなどの固化材を注入することにより、岩盤の割れ目を充填して湧水を抑制する技

術のことです。 
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図 39 模型実験の模式図（温度変化の測定） 
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(b) 中段水平坑道 

図 40 模型実験による温度変化測定結果の一例 
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 凡例 

 ○ ：等温分布曲線 

 ○ ：等温分布曲線 

（最低温度線） 

 ― ：気流ベクトル 

 
火災発生から200秒後 

図 41 温度変化解析結果の一例（立坑2本・水平坑道2本モデル） 

 

3.4 地質環境の長期安定性に関する研究 

3.4.1 地質環境の長期的変遷に関する研究 

第2段階では、幌延地域を事例として、断層運動や海水準変動などの天

然現象の履歴に関する調査手法と、地下水流動などに関する調査・解析

手法とを組み合わせて、天然現象に伴う地質環境の長期的変遷を予測す

る手法の検討を行います。 

 

(1) 地形・地質構造と古環境の変遷 

平成19年度までに、既存情報の収集・整理、地形・地質調査および花

粉分析などを行い、幌延地域における地質構造の変遷や最終氷期におけ

る気候の概要を把握することができました(9)、(10)。 

平成20年度は、地形の変遷を推定するために、宗谷丘陵に位置する幌

延町北進地区およびサロベツ平野に位置する幌延町浜里地区の北部にお
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いて、空中写真の判読、地形・地質調査および砂丘列の地形測量を行い

ました。また、研究所設置地区周辺に分布する断層やしゅう曲の活動の

程度を検討するため、既存の観測点におけるGPS観測を継続しました。 

北進地区において地形図や空中写真を用いた地形の判読と地形・地質

調査を行った結果、段丘は、声問層（珪藻質泥岩）が広く分布する北進

地区の中央部付近に多く認められることが分かりました（図 42上）。ま

た、地すべり地形は、増幌層などの古い時代の地層（中期中新世以前；

約1,000万年前以前）が広く分布する北進地区の東部に多いことが分かり

ました（図 42上）。さらに、谷や尾根の形状は地層ごとに異なることが

分かりました（図 42下）。現在認められる地形の分布や形状が地層ごと

に異なることは、地層ごとに地形変化の様式が異なることを示唆すると

考えられます。このことは、岩盤強度や透水性が地層ごとに異なること

を反映している可能性があります。 
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図 42 北進地区の地質、段丘および地すべり地形の分布（上）、

各地層の地形断面図（下） 
上図の丸数字と青線は、下図の丸数字に対応した地形断面図の位置を示す。 

地形断面図は、各地層の分布域に認められる河谷を横断するように設定した。 
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一方、浜里地区の北部において地形・地質調査および地形測量を行っ

た結果、海岸線から約1kmの範囲では標高約6～8.5mの砂丘が13列あり、

それらがほぼ等間隔に配列していることが分かりました(11)（図 43上）。

また、砂丘の地形が良く保存されている侵食をほとんど被っていない地

点において、それらの砂丘を形作る砂丘砂を対象に、光ルミネッセンス

(OSL)年代測定*20を行いました。その結果、海岸線から約1,800m、1,000m

および500m離れた砂丘は、それぞれ約5,000年前、約3,000年前および約

1,900年前に堆積したことが分かりました(11)（図 43上）。さらに、最も海

                                                                                       
*20：OSL 年代測定とは、砂が最後に日光にさらされた時点から現在までに浴びた自然放射線量から年代を求める

方法です。この方法は、砂丘砂のように、堆積前に十分に日光を浴びて、堆積後は埋没して日光にさらされな

かったと考えられる砂粒の年代測定に適用することができます。 

最も海側の砂丘に挟まれる火山灰層
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図 43 浜里地区の北部に分布する砂丘の地形と年代(11) 
上図のLine1とLine2は、左下図のLine1とLine2に対応している。 

左下の地質分布は、原子力機構の成果(5)による。 
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側の砂丘からは厚さ5cm程度のピンク色をした火山灰層が見つかりまし

た（図 43右下）。この火山灰層には植物の根の痕が観察され、砂丘砂の

岩相や粒度などの特徴と合わせて検討すると、火山灰層を含む砂丘は、

陸上で風の作用により形成されたと考えられます(11)。その火山灰層に含

まれる火山ガラスや鉱物の化学組成などを分析した結果、約270年前の樽

前山の火山灰であることが分かりました。これらのことから、浜里地区

に分布する砂丘は、海側ほどより新しい時代に形成された可能性が考え

られます。 

今後とも調査を継続して行い、海岸線付近の砂丘や砂州を含めて、サ

ロベツ原野および宗谷丘陵における地形発達史を検討することにより、

地形・地質構造の変遷を考慮した水理地質構造モデルの構築手法の信頼

性を向上させていく予定です。 

 

(2) 地質環境の長期的変化 

地形・地質構造の変遷や気候変動などの天然現象に伴う地下水流動の

変化を把握するための手法を整備するために、これらの天然現象を考慮

した地下水流動解析を、研究所設置地区を含む幌延町西側の海域を対象

として行いました(12)。 

地形や地質構造、海岸線の位置は、既存文献などに基づいて推定した

過去から現在までの地形や地質構造の変遷に基づいて設定しました（図 

44）。地下水流動に影響を及ぼす海水面の高さや、地下水涵養量およびそ
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古第三系＋白亜系 

東西 

 
図 44 過去約150万年間の地形・地質構造の変遷(9)、(12) 

地質断面図の位置を左下図に示す(9)。 
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の時間変化は、過去の世界的な気候変動、海水準変動の記録に基づいて

設定しました。地下水流動解析を行うにあたっては、地形や地質構造な

どの時間変化に伴う地下水流動や塩分濃度分布への影響を水圧や塩分濃

度の時間変化として考慮した解析手法の改良を行いました。 

図 45は、約100万年前と現在の地下水の水圧（全水頭）と塩分濃度の

分布の解析例です。解析結果から、水圧や塩分濃度は断層の近傍や地表

から深度1km程度の範囲での変化が大きく、水圧に比べて塩分濃度の変化

の程度は小さいことが分かりました。 

今後は、地形や地質構造、気候などの変化の程度に応じた地下水流動

への影響や、将来の地質環境の変化を推定し、地下水流動への影響の範

囲や変化の程度を把握するための手法の検討を進めていく予定です。 
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図 45 地下水流動と塩分濃度の長期的変遷の解析例（12）
 

 

3.4.2 地震研究 

第2段階では、地震観測を継続するとともに、地表および地下施設で取

得する地質環境データを組み合わせて、断層活動が地質環境に与える影

響について検討します。 

平成20年度は、幌延町内に設置している4箇所の地震観測点での連続観
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測を継続するとともに、断層活動が地質環境に与える影響を把握するた

めの地質調査、岩石サンプルの分析および数値解析を行いました。 

このうち、地震観測点での連続観測については、平成19年10月1日から

平成20年10月4日までの観測データを使って、幌延地域周辺で発生した地

震の震源位置の再決定を行いました。この解析には原子力機構が取得し

た地震観測データに加えて、気象庁や独立行政法人防災科学技術研究所

などの研究機関が取得した観測データ*21も利用しました。図 46は、この

期間に北海道北部地域で発生した地震の震源分布を表しています。 

 

図 46 北海道北部地域で発生した地震の震源分布 

ほとんどの地震は、地震の規模を示すマグニチュードが3よりも小さい

地震でしたが、平成20年10月4日には、図中に星印で示す地点を震源とし

たマグニチュード3.5の地震が40秒ほどの間隔をあけて2度発生しました。

また、地上と地下138mの2箇所に地震計が設置されている上幌延観測点で

の地震観測データ（図 47）から、これらの2つの地震に伴う地下の揺れ

は地上の揺れに比べてかなり小さいものであったことが確認されました。

                                                                                       
*21：本解析には、気象庁、防災科学技術研究所、北海道大学、弘前大学、東北大学、東京大学、名古屋大学、京

都大学、高知大学、九州大学、鹿児島大学、産業技術総合研究所地質調査総合研究センター、東京都、静岡県、

神奈川県温泉地学研究所、横浜市および海洋科学技術センターのデータを気象庁・文部科学省が処理した気象

庁一元化処理検測値データを利用しました。 
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これらの地震を含め、観測期間中に発生した地震の震源位置は、これま

でに観測されてきたものと同様の分布傾向を示しており、同じような場

所で地震が発生していることが分かりました。 

断層活動が地質環境に与える影響を把握するための数値解析では、北

海道北部地域を対象に、断層の運動に伴って周辺の岩盤がどのように変

形するかについて、感度解析的にコンピュータ上でのシミュレーション

を行いました。図 48は、大曲断層を含む一連の断層の分布を仮定した数

値解析の結果です。断層の運動に伴って断層を挟んだ両側の岩盤がずれ

ることで、その周辺の地面が鉛直方向にどの程度動くか（鉛直変動量）

を示しています。暖色系は隆起、寒色系は沈降を表しています。この図

から、断層から10km程度以内の地点において、断層の東側では隆起し、

西側では沈降することが分かります。このような断層の運動はこの地域

                                                                                       
*22：記録された地震波形の一部が観測可能な振幅の上限値（20.48gal）を超えています。本観測地点では規模の

小さな地震を検知するため，通常に比べて加速度に対する感度を高く設定しており，その結果として，観測可

能な振幅の上限値が低くなっています。 

 
上幌延観測点（地上） 上幌延観測点（地下 138m） 

図 47 平成20年10月4日16時24分頃に上幌延観測点地上（左図）および

地下（右図）地震計で記録された南北方向成分の地震波形*22 

 

図 48 数値解析によって推定した大曲断層の活動に伴う北海道

北部地域の鉛直変動量 
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の地質構造の変遷に深く関わっていると推測されます。 

断層の活動の特徴を調べるための地質調査および岩石サンプルの分析

では、上幌延の大曲断層より東側で地質調査を行い、計6箇所で採取した

試料の磁化の方向を測定しました。堆積岩には一般に、磁石に引き寄せ

られる性質を持つ鉱物（磁性鉱物）が含まれています。磁性鉱物は堆積

する時に地磁気の影響を受け、N極とS極の方向（地磁気の方位）にほぼ

平行な方向を向いて配列します。堆積の後に断層運動などによって岩石

が変形したり回転したりすると、岩石中の磁性鉱物のN極とS極の方向（磁

化の方向）が地磁気の方位からずれることになります。このため、岩石

の磁化の方向を測定し、現在の地磁気の方位と比較することで、断層運

動に伴う岩石の変形や回転を調べることができます。 

図 49は、測定結果に基づいて推定した大曲断層の東側における過去の

岩石の方位を示しています。この図から、大曲断層の東側の岩石は、現

在とほぼ同じ方位を向いていたことが分かります。これにより、大曲断

層東側の地層では、過去の断層運動による水平方向の回転がほとんど生

じていないことが推測されました。 

今後も、断層運動に伴う地質環境の変化について検討を進めていくた

め、北海道北部地域のほかの断層やその運動に関する特徴を踏まえた数

値解析、断層周辺の地質調査および岩石サンプルの分析を実施するとと

もに、地震観測点での連続観測を継続して行う予定です。 

上幌延

N

S

EW

稚内層

声問層

勇知層

更別層

過去の岩石の方位

1km

N

大曲断層

 
図 49 大曲断層より東側の地点における過去の岩石の方位 

地形図は国土地理院発行5万分の1地形図「豊富」「雄信内」を使用 
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4. 地層処分研究開発 

4.1 処分技術の信頼性向上 

4.1.1 人工バリアなどの工学技術の検証 

地下施設の建設には、支保工の材料としてコンクリート材料を使用し

ますが、その場合、セメントの間隙水がpH12程度の高アルカリ性となり、

周辺の岩盤と地下水に影響を及ぼす可能性があります。そこで、その影

響を緩和するために通常のセメントに比べて間隙水のpHが低くなるセメ

ント（以下、低アルカリ性セメント：HFSC*23）の開発を平成13年度から

継続しています。平成19年度までに、室内試験や模擬坑道への吹付け試

験を通じて、HFSCを用いた吹付けコンクリートが地下施設の建設で要求

される強度を得られること(13)やHFSCを用いた鉄筋コンクリートの耐久性

などを確認しました(14)。 

平成20年度は、HFSCを立坑の覆工コンクリートとして用いる場合のセ

メント材料などの配合の検討や、初期強度の確認などを実施しました。

具体的には、地下施設建設で用いられている材料を用いて、設計基準強

度および型枠脱型時の強度を満たす配合を選定しました。表 2に選定し

た基本配合を、表 3に目標とする性能および基本配合における試験結果

を示します。表 3から、HFSCを用いた覆工コンクリートが十分な強度を

有していることが分かりました。平成21年度以降に予定している原位置

試験の実施に際しては、表 2に示した基本配合のコンクリートを地下施

設の建設で用いられているコンクリート製造設備を用いて製造し、表 3

                                                                                       
*23：Highly Fly-ash contained Silicafume Cement の略で通常のセメント（普通ポルトランドセメント）にシリ

カフューム、フライアッシュを加えて、組成を変えることで間隙水の pH を低下させたセメントのことです。 

表 2 HFSCを用いた覆工コンクリートの基本配合 

単位量（kg/m3） 

結合材 種類 
水結合材比 

(%) 

細骨材率 

(%) 水 

 OPC SF FA

細骨材 粗骨材 

高性能 

AE減水剤 

(結合材×%) 

一般部 45.0 44.0 144 320 128 64 128 793 1037 1.00 

高強度 37.5 42.5 144 384 154 77 154 737 1025 1.10 

OPC:普通ポルトランドセメント、SF:シリカフューム、FA:フライアッシュ
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で示す試験を行い、目標性能が確保されていることを最終的に確認する

計画です。 

また、坑道掘削に伴い発生する湧水対策のための技術開発の一環とし

て、低アルカリ性のグラウト材料の原位置試験計画を作成しました。原

位置試験では、平成19年度から20年度にかけて実施したPB-V01孔の調査

結果や換気立坑底盤からのボーリング調査結果から、深度280m付近に存

在すると予想される透水性の比較的高い部分を対象として、HFSCの知見

を反映したセメント系材料を用いる計画です(15)。今後、換気立坑の深度

250m大型試錐座からボーリング孔を掘削し、グラウトを注入して透水性

を低下させる試験を平成21年度に実施し、その止水性や地下水への化学

的影響などを確認する計画です（図 50）。なお本研究は、経済産業省資

源エネルギー庁の委託事業である、地下坑道施工技術高度化開発として、

平成19年度より実施しています。 

さらに、経済産業省資源エネルギー庁が進める地層処分実規模設備の

整備に関するプロジェクトを原環センターとの共同研究として実施し、

操業技術や人工バリアの長期挙動について、実物大での試験設備につい

て検討し、一部の設備を製作しました。具体的には、地上での設備とし

て、操業技術に係る人工バリアの定置試験設備と人工バリアの長期挙動

に係る再冠水挙動の試験設備についての試験計画の立案や設計を行い、

人工バリア定置試験設備のうち、緩衝材を持ち上げるための把持装置を

製作しました。図 51に緩衝材定置試験設備の概念図と製作した把持装置

を示します。一方、地下での設備については、操業技術に係る人工バリ

                                                                                       
*24:硬化前のコンクリートの軟らかさの程度を示す指標の 1つで、円錐状の試験器に硬化前のコンクリートを詰

め、その試験器をはずした時の、コンクリートの上端の沈下量で表します。 

表 3 HFSCを用いた覆工コンクリートの目標性能および試験結果 

試験項目 目標値 基本配合での試験結果 

スランプ*24(cm) 18±2.5 19.0 

空気量(%) 4.5±1.0 4.6～5.0 

一般部 24* 44.0 
圧縮強度（N/mm2） 

高強度 40* 59.9 

*幌延の地下施設における設計基準強度（材齢28日）
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アの定置試験設備および人工バリアの回収試験設備と、人工バリアの長

期挙動に係る再冠水挙動およびオーバーパック*25の腐食挙動の試験設備

について検討しました。また、これらの検討結果に、幌延の地下施設の

建設工程や坑道の仕様、試験条件や地質環境条件などのほか、国外事例

の調査結果を踏まえ、地上と地下での試験設備の絞り込みを行い、全体

計画を策定しました(16)、(17)。 

 

図 50 低アルカリ性グラウト材料の原位置試験計画位置 

 

把持装置
（真空吸引パッド）

真空ポンプ

 

図 51 緩衝材定置試験設備の概念図と把持装置(16)、(17) 
 

                                                                                       
*25：人工バリアの構成要素の1つです。ガラス固化体を包み込み、ガラス固化体に地下水が接触することを防止

し、地圧などの外力からガラス固化体を保護する容器のことを言います。候補材料は炭素鋼などの金属です。  
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4.1.2 設計手法の適用性確認 

幌延の地下施設で実施予定の原位置試験のうち、人工バリアに関する

試験や坑道閉鎖試験などでは、緩衝材（ベントナイト*26）やオーバーパ

ック材料（炭素鋼などの金属材料）を用いる予定です。しかし、それら

の人工バリアの材料は幌延地域にみられるような塩水系地下水に対して

は、淡水系地下水と異なる挙動を示すことが知られています。このため、

第1段階では、塩水系地下水を用いて、緩衝材やオーバーパックなどの人

工バリアの構成材料の特性や挙動に関する基礎データ取得のための室内

試験を実施しました。また、これまでに得られた室内試験結果や第1段階

で取得した地質環境データなどに基づき、「第2次取りまとめ」(18)で示さ

れた人工バリアなどの設計手法の適用性を検討し、更新しました(19)。 

第2段階では、これまでに十分な基礎データが取得されていない塩水系

地下水やセメントの影響を考慮した条件に対する人工バリアの構成材料

の特性や挙動について、データの取得を継続し、メカニズムの理解や、

その理解に基づいたより一般化されたモデル（汎用モデル）の開発など

を進めるとともに、人工バリアとその周辺岩盤の長期挙動について東海

研究開発センター核燃料サイクル工学研究所と協力して検討します。ま

た、それらの情報を整理し、第1段階で取得した地質環境データおよび坑

道掘削に伴い得られるデータを用いて、第1段階で検討した人工バリアや

地下施設などの設計手法(27)を原位置試験の仕様検討に適用します。 

平成20年度は、緩衝材の膨潤特性、透水特性、オーバーパック材料の

腐食特性のほか、オーバーパック材料の腐食に伴って発生する水素ガス

の岩石中の透気特性などについての室内試験やモデルの検討を継続しま

した。膨潤特性については、ベントナイトが地下水と接触した際に発生

する膨潤圧*27について、塩水系地下水やセメントの影響を考慮した条件

でのデータ取得を継続しました。また、ベントナイトが様々な塩濃度の

地下水と接触した際に発生する膨潤圧を、ベントナイトの種類や密度、

あるいはケイ砂混合率などが異なった場合でも、接触する地下水の熱力

                                                                                       
*26：ベントナイトは粘土鉱物のスメクタイトと石英などの鉱物から構成され、地層処分における人工バリアシス

テムに用いる緩衝材の候補材料です。 

*27：ベントナイトは水と接触すると水を吸って膨らむ性質があり、その現象を膨潤と言います。膨潤しようとす

るベントナイトを膨らまないように拘束した時に発生する圧力を膨潤圧と言います。 
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学データ*28に基づいて計算できるモデルの開発を継続しました。具体的

には、平成19年度までに開発したモデル(20)、(21)に温度の影響を考慮した

モデルの検討を行いました。これまでの研究で、膨潤圧に及ぼす温度の

影響についてはほとんど報告されていませんが、温度上昇に伴って膨潤

圧は低下すると推測されます。 

ベントナイトの透水特性については、膨潤特性と同様に、塩水系地下

水やセメントの影響を考慮した条件でのデータ取得を継続しました。従

来の結果では、淡水系の地下水の場合と比較して、透水係数は増加する

傾向であることが分かっており、これまでのところ、同様な傾向が得ら

れています。 

オーバーパック材料の腐食特性については、候補材料である炭素鋼に

対するセメントの影響を考慮した高アルカリ性の塩水系地下水を用いた

腐食試験（局部腐食や応力腐食割れ試験）や、代替材料であるチタンと

銅に対する幌延の地下水（HDB-6孔および10孔）を用いた腐食試験を継続

しました。 

また、ガスの移行特性については、地層中の透気特性に関するデータ

拡充のため、コア試料（HDB-6孔およびPB-V01孔）を用いたガスの移行試

験を継続しました。 

 

4.2 安全評価手法の高度化 

4.2.1 安全評価モデルの高度化 

第1段階の調査研究では、ボーリング調査で得られたコアや地下水を用

いて物質移動・遅延に関する室内試験を行いました(22)。これまでに、幌

延地域の岩石（HDB-3孔）へのセシウムやセレンなどの元素の収着分配係

数*29を取得したほか、それらの収着メカニズムについて検討しました(23)。

その結果、セシウムは岩石に含有されている粘土鉱物（スメクタイトや

                                                                                       
*28：この解析で対象としている熱力学データは、地下水中の水の活量に着目しています。例えば、地下水の塩濃

度が変化した場合、水分子は溶解しているナトリウムや塩化物イオンなどに水和することにより束縛され、活

動度（活量）が低い水となります。この水の状態をエネルギーで表したものが熱力学データで、条件に左右さ

れない普遍的な指標として取扱うことができます。 

*29：収着分配係数は、特に放射性廃棄物の処分においては、岩盤などの固相と地下水などの液相における放射性

核種などの収着による濃度比を表しており、環境中における放射性核種の移行予測や放射性廃棄物の処分にお

ける安全評価などに利用される重要なパラメータのひとつです。 
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イライト）とのイオン交換反応により選択的に収着すること、その中で

も特にイライトへの収着が重要であることが分かりました。一方、酸化

還元条件に鋭敏なセレンは岩石試料中の有機物や鉄鉱物（黄鉄鉱）の部

分に濃集していたことから、酸化還元反応により岩石中の有機物や鉄鉱

物へ選択的に収着すると推定しました。 

第2段階の調査研究では、第1段階から継続実施するものを含めて、実

際の地質環境への安全評価手法の適用性を確認するにあたり、既存のボ

ーリング調査や換気立坑先行ボーリング調査のほか、坑道掘削時の調査

などで取得した岩石や地下水などを利用した室内試験を行います。その

室内試験を通じて、安全評価における物質移動・遅延の解析に必要とな

る基礎データ（拡散係数*30、収着分配係数、間隙率、溶解度など）の取

得を東海研究開発センター核燃料サイクル工学研究所と協力して継続し

ます。また、物質移動・遅延に影響を及ぼすと考えられる要因（有機物、

コロイド*31、微生物活動など）に関する基礎データの蓄積を進め、メカ

ニズムや現象の理解を通じて、データの信頼性と精度の向上を図ります。 

平成20年度は、平成18年度から実施している既存のボーリング孔から

採取したコアや地下水を用いての、岩石中での物質（セシウム、ヨウ素、

重水*32）の拡散特性と収着特性、ならびに有機物の特性評価に関する室

内試験を継続しました。 

具体的には、岩石へのセシウムの収着分配係数を、深度の浅い順から、

声問層（HDB-11孔、深度約400m）、稚内層の浅部（HDB-11孔、深度約460m）、

稚内層（HDB-11孔、深度約600m）の各岩石に対して、カリウム濃度を変

化させて取得するとともに、各岩石の粘土鉱物（スメクタイトやイライ

ト）含有率と各粘土鉱物に対する収着分配係数も取得し、セシウムの収

着メカニズムについて検討しました。図 52に岩石と粘土鉱物へのセシウ

ムの収着分配係数とカリウム濃度との関係(24)を示します。図 52から、岩

                                                                                       
*30：岩盤などの固相中を放射性核種などが、濃度の高い方から低い方へ移動していく際の速さを表す係数で、収

着分配係数と同様、安全評価などに利用される重要なパラメータのひとつです。 

*31：0.1～0.001 マイクロメートル程度の極微細な粒子が、液体・気体・固体などの中に分散している状態のこと

で、ここでは地下水中に分散した粘土鉱物などを想定しています。 

*32：水分子（H2O）を構成する水素原子が通常の 2倍の質量数を持つ 2 重水素（D：重水素）で置換されている水

を重水と言い、D2O と表現します。また、片方の水素原子が Dに置換されている場合、HDO と表現します。通常、

濃度が薄い場合は、HDO になっています。この重水素原子と酸素原子間の結合による赤外線吸収の違いを分析す

ることにより、HDO の濃度を求めることができます。  
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石とイライトへの収着分配係数はカリウム濃度の増加に伴い減少するも

のの、スメクタイトへの収着分配係数に変化がみられないことから、第1

段階の調査研究で示唆されたイライトへの収着が重要であることが確認

されました(24)。また、各粘土鉱物へのセシウムの収着分配係数と各粘土

鉱物含有率から、岩石全体に対する収着分配係数を見積もったところ、

計算値の方が実測値より低目になるものの、傾向は良く一致することが

分かりました。この原因として、イライトがセシウムを単位面積あたり

に収着できる量（収着サイト密度）の違いが考えられるため、今後、こ

の課題について検討する予定です。 

また、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業として、平成19年度よ

り実施している処分システムの化学影響評価に関する研究として、既存

のボーリング孔から採取したコアや地下水を用いての、岩石中での物質

の拡散特性や収着特性のほか、微生物の特性評価に関する室内試験を継

続しました。 

具体的には、拡散試験は、HDB-6孔から採取した岩石（稚内層）を用い

て、セシウムを例として、評価手法や測定手法が異なる3種類の代表的な

方法（枯渇法、濃度分布法、透過拡散法）で実施し、それぞれの試験方

法から得られた拡散係数と収着分配係数の整合性について検討しました。

その結果、3種類とも整合性のある拡散係数と収着分配係数を取得できる

0.01

0.1

1
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0.0001 0.001 0.01 0.1 1

実測値：声問層(深度400m)
実測値：遷移帯(深度460m)
実測値：稚内層(深度600m)
計算値：声問層
計算値：漸移帯
計算値：稚内層
スメクタイト
イライト

カリウム濃度(mol/l)  

図 52 岩石および粘土鉱物へのセシウムの収着分配係数とカリウ

ム濃度との関係(24) 
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ことが分かりました。また、セシウム、ヨウ素、トリチウムの拡散係数

に及ぼす塩濃度の影響や、ニッケルおよびユーロピウムの拡散試験につ

いても、上記の3種類の方法で実施しました。陽イオンであるセシウムの

拡散係数は塩濃度の増加に伴い減少し、反対に、陰イオンであるヨウ素

の拡散係数は増加することが分かり、岩石中においてもベントナイト中

と同様に静電的影響を受けることが分かりました。さらに、セメント系

材料と岩石との接触を想定し、高アルカリ性の環境の影響を模擬した研

究として、pH12.5程度の高アルカリ性の溶液と一定期間接触させた岩石

（HDB-6孔、稚内層）へのセシウム、ニッケル、トリウムの収着試験を行

いました。その結果、未変質の岩石への収着分配係数と同等であったこ

とから、アルカリ変質による影響はないことが示唆されました。しかし

ながら、X線回折法による表面分析からも岩石の状態に変化がみられなか

ったことから、変質そのものが起こっていなかった可能性もあり、今後

も検討を継続する予定です。平成19年度は、有機物（フミン酸*33）の存

在が岩石への収着分配係数に及ぼす影響について検討し、セレンの岩石

への収着分配係数はフミン酸の影響をほとんど受けないことを示しまし

たが、平成20年度は、ユーロピウムとトリウムについて調べました。そ

の結果、両元素の収着分配係数は、共存するフミン酸濃度の増加に伴い

減少し、特に酸化数の多いトリウムの方が強い影響を受けることが分か

りました。この傾向は、従来の知見とも一致しています(25)。 

微生物については、平成19年度に引き続いて、HDB-10孔（深度500～

550m）から採取した地下水中の微生物の種類や生菌数などの定量評価手

法について検討し、微生物定量評価手法の標準化案を提示しました。 

 

4.2.2 安全評価手法の適用性確認 

第2段階の調査研究では、第1段階で地下水流動や物質移動の解析に用

いたモデルの妥当性を確認するとともに、先行ボーリング調査や坑道内

で取得される岩石などを用いた透水性などの物性データの拡充(26)などを

継続します。また、地下水流動や物質移動の解析を試行する過程で得ら

                                                                                       
*33：植物などが微生物により分解される最終生成物のうち、酸性である無定形高分子物質のことで、腐植酸とも

呼ばれます。 
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れる知見を整理・統合することにより、安全評価手法の高度化を進めま

す。 

平成20年度は、実際の地質環境データによる安全評価手法の適用性の

確認を目的とした調査や解析などへの取り組みの具体的化について検討

を継続しました(27)。検討にあたっては、第1段階の調査研究で取得したデ

ータによる幌延地域の地質環境を事例とした物質移動の解析結果(28)や、

地質環境の調査から解析、物質移動に至る一連の手法の高度化に関する

研究計画(29)の基本方針に基づいて、安全評価上重要な項目の抽出や整理

に関する検討を行いました。表層部については、安全評価上重要と考え

られる地層の透水性などの調査、水収支に関する観測から地質構造のモ

デル化、降水量などの水理学的な条件の設定、評価に至る情報の反映の

手順などを含めた評価のための考え方の整理を行いました(30)。 

今後の調査研究においては、第2段階の調査研究計画(27)に基づく調査や

解析において、解析に必要な手法の適用に際しての空間的な規模などの

特徴に応じた整理を行うとともに、第2段階の調査の進展に伴って更新す

る地質構造モデルなどに基づく解析結果への影響の大きさや範囲などに

ついて検討を行う予定です。 

 

5. 地下施設の建設 

平成20年度は、平成17年度に開始した地下施設工事（第Ⅰ期）を継続

しました。地下施設工事については換気立坑を深度約250m、東立坑を深

度約140mまで掘削するとともに、換気立坑の深度250mおよび東立坑の深

度140mにおいて水平坑道の一部掘削を行いました。また、立坑掘削の進

捗に伴い発生する湧水対策として、排水処理設備の増設を行うとともに、

湧水量の推定および湧水箇所を特定するための換気立坑先行ボーリング

調査(PB-V01孔)を継続しました。立坑および水平坑道の掘削では、可燃

性ガスの存在を考慮し、切羽での防爆仕様機器の使用やガス濃度測定な

どの可燃性ガス対策を行いながら掘削を進めました。地下施設関連設備

の状況を図 53に示します。 

また、立坑掘削に伴い発生する掘削土(ズリ)は、掘削土(ズリ)置場（図 

54）に保管しています。掘削土(ズリ)置場は土壌汚染対策法の遮水工封
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じ込め型に準じた二重遮水シート構造としています。 

換気立坑

東立坑 コンクリート製造設備

排水処理設備

 
平成21年3月27日撮影 

図 53 地下施設関連設備の状況 

 
平成20年5月8日撮影 

図 54 掘削土(ズリ)置場の盛土・保管状況 

立坑掘削に伴い発生する掘削土(ズリ)は、建設現場における簡易分析

や公的機関による詳細な分析（公定分析）を定期的に実施し、適切な管

理を行いながら掘削を進めています。表 4に掘削土(ズリ)に係るモニタ

リングの公定分析の結果を示します。分析結果から、ホウ素、ヒ素およ

びセレンは自然的原因（岩石に元から含まれているため）により溶出量

基準値以上の値となっていますが、いずれも掘削土(ズリ)置場に保管可
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能な第2溶出量基準値以下でした。また、掘削に伴い発生する坑道からの

排水*34および掘削土(ズリ)置場浸出水については、排水処理設備にて処

理した後に排水管路を経由して天塩川に放流しています。地下施設から

の排水の水質については、7.2に分析項目と結果を示します。 

表 4 掘削土(ズリ)モニタリング調査結果（土壌溶出量：公定分析） 

参考値（土壌汚染対策法） 

分析項目 
単 

位 
換気立坑 東立坑 

溶出量基準値 
第2溶出量 

基準値 

ホウ素 3.7～5.6 9.8 1 30 

ヒ素 0.007～0.040 0.028 0.01 0.3 

フッ素 <0.08～0.24 <0.08 0.8 24 

セレン 0.015～0.022 0.024 0.01 0.3 

カドミウム <0.001 <0.001 0.01 0.3 

鉛 <0.001～0.004 0.002 0.01 0.3 

シアン 
不検出 

(<0.1) 

不検出 

(<0.1) 
不検出 1 

六価クロム <0.005 <0.005 0.05 1.5 

水銀 <0.0005 <0.0005 0.0005 0.005 

アルキル水銀 

mg/l 

不検出 

(<0.0005) 

不検出 

(<0.0005) 
不検出 不検出 

掘削土(ズリ)モニタリングは平成20年4月から平成21年3月までの試料採取における調査分析結果

を記載しています。 

 

6. 地上施設の建設 

平成20年度は、国際交流施設（仮称）の建設工事を6月より開始し、鉄

骨工事まで行いました。図 55(a)に国際交流施設（仮称）の完成イメー

ジ図（外観）および図 55(b)に平成21年3月時の工事状況（鉄骨工事）を

示します。 

本施設では、国外および国内研究者との交流活動を行うとともに、地

域の方々との交流の場として講演会や報告会などを行います。 

なお、運用開始は、平成21年秋頃を予定しています。 

                                                                                       
*34:「排水」とは、地下施設工事掘削に伴って発生する水とし、「湧水」とは、坑道内に自然に発生する水のこと

を指します。 
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(a)完成イメージ図(外観) 

 
平成21年3月20日撮影 

(b)工事状況（鉄骨工事） 

図 55 国際交流施設（仮称） 

 

7. 環境モニタリング 

7.1 騒音・振動・水質・動植物に関するモニタリング調査 

研究所設置地区を対象とした環境モニタリング調査については、幌延

深地層研究センターの造成工事着手前より継続して実施しています。調

査位置を図 56に示します。 

調査項目は、これまでと同様、地下施設工事により発生する可能性の

ある「騒音」、「振動」、変化する可能性のある「水質」、水質・水量など

の変化により影響を受ける可能性がある工事範囲下流域の「魚類」、「植

物」を対象としました。 
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また、平成15年度の調査において環境保全措置として移植を行ったハ

イドジョウツナギの移植先での生育状況の調査を継続しました。 

調査の実施時期、調査方法を表 5に示します。 

 
図 56 環境モニタリング調査位置 

 

表 5 環境モニタリング調査実施内容(平成20年度) 

調査項目 調査実施日 調査方法 

騒音 

春季：平成20年 6月 3日～ 4日 

夏季：平成20年 9月 1日～ 2日 

秋季：平成20年11月 5日～ 6日 

冬季：平成21年 2月 3日～ 4日 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規

制に関する基準」および「騒音に係る環境

基準の評価マニュアル」に示す方法 

振動 

春季：平成20年 6月 3日～ 4日 

夏季：平成20年 9月 1日～ 2日 

秋季：平成20年11月 5日～ 6日 

冬季：平成21年 2月 3日～ 4日 

「振動規制法施行規則」に準拠する日本工

業規格Z8735「振動レベル測定方法」に示す

方法 

水質 

春季：平成20年 6月 3日 

夏季：平成20年 9月 1日 

秋季：平成20年11月 4日 

冬季：平成21年 2月 2日 

「水質汚濁に係る環境基準、生活環境の保

全に関する環境基準（河川）」に示す方法 

魚類 

春季：平成20年 6月 2日 

夏季：平成20年 9月 1日 

秋季：平成20年10月 8日 

目視観察・採捕調査 

ハイドジョウ

ツナギ 

春季：平成20年 6月 2日 

夏季：平成20年 9月 2日 
目視観察 

植物 

春季：平成20年 6月 2日 

夏季：平成20年 9月 2日 

秋季：平成20年10月 8日 

コドラート調査*35 

                                                                                       
*35：1m×1m 程度の調査区（コドラート）を設定し、調査区内の植物の生育状況（種類、占有面積、生育密度など）

を詳細に把握し、毎年度の調査によって、変化の状況を確認する方法です。 
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騒音・振動および水質については、平成20年度に換気立坑、東立坑お

よび水平坑道の掘削と地下施設関連設備の工事を実施しましたが、いず

れもそれ以前と比較して大きな変化は認められませんでした。 

魚類については、これまでと較べて大きな変化がみられず、6科7種が

確認されました。法指定種や環境省のレッドリストなどで絶滅のおそれ

のある魚類を抽出したものを重要種として表 6に示します。確認された

重要種は、スナヤツメ、サクラマス、エゾウグイ、エゾトミヨ、ハナカ

ジカの計5種でした。 

 

表 6 確認された重要種（魚類） 

選定根拠 
目 科 種 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

ヤツメウナギ ヤツメウナギ スナヤツメ   VU VU  希   

サケ サケ 
サクラマス 

（ヤマメ） 
   NT* N* 減**   

コイ コイ エゾウグイ     N    

トゲウオ トゲウオ エゾトミヨ   NT NT R   ○

カサゴ カジカ ハナカジカ     N    

重要種の選定根拠 
①：「文化財保護法」（昭和25年 法律第214号）に基づく天然記念物および特別天然記念物 
②：「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（平成4年 法律第75号）に基づく

野生動植物種 
③：「改定・日本の絶滅のおそれのある野生生物－レッドデータブック－4 汽水・淡水魚類」（環

境省2003年）の記載種 
VU：絶滅危惧Ⅱ類 NT：準絶滅危惧 

④：「汽水・淡水魚類のレッドリストの見直しについて」（環境省 2007年）の記載種 
VU：絶滅危惧Ⅱ類 NT：準絶滅危惧 

⑤：「北海道の希少野生生物 北海道レッドデータブック2001」（北海道 平成13年）の記載種 
R：希少種 N：留意種  

⑥：「日本の希少な野生水生生物に関するデータブック（水産庁編）」（日本水産資源保護協会 1998
年）の記載種 
希：希少種 減：減少種 

⑦：「緑の国勢調査－自然環境保全調査報告書－」（環境庁 昭和51年）に基づく選定種 
⑧：「第2回自然環境保全基礎調査報告書（緑の国勢調査）」（環境庁 昭和57年）に基づく選定種

○：調査対象種 

*：ヤマメが対象 

**：サクラマスが対象 
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ハイドジョウツナギは、移植地への活着および自生地の個体と同様の

伸長成長が確認され、さらには平成19年度と同様に多数の繁殖個体（開

花個体）も確認されました。 

植物については、造成工事などの着手前と比較して主要種の生育状況

に変化は認められませんでした。 

なお、これらの調査のうち、魚類およびハイドジョウツナギを含む植

物の調査計画および調査結果については、有識者からの助言をもとに評

価しています。モニタリング調査項目と結果を、表 7にまとめて示しま

す。 

表 7 モニタリング調査項目と結果 

調査項目 調査結果 

騒音 
等価騒音レベルは、春季～冬季を通じて、昼間は38～55デシベル、夜間

は31～49デシベルでした。(工事着手前：昼間39～53デシベル 夜間30

未満～37デシベル) 

振動 
春季～冬季を通じて、昼間は30デシベル未満～33デシベル、夜間は30デ

シベル未満でした。(工事着手前：昼間30未満～33デシベル 夜間30未

満～30デシベル) 

水質 
造成工事着手以前と同様に、水質が維持されているものと判断されまし

た。 

魚類 

6科7種を確認しました。 

重要種はスナヤツメ、サクラマス、エゾウグイ、エゾトミヨ、ハナカジ

カの5種を確認しました。造成工事着手以前と同様に魚類の生息環境が

維持されていると判断されました。 

ハイドジョウ 

ツナギ 

移植地への活着および自生地の個体と同様の伸長成長が確認され、さら

には多数の繁殖個体（開花個体）も確認されました。生育は良好である

と判断されました。 

植物 
造成工事着手以前と比較するとほぼ同様の種構成が確認され、主要種に

ついて被度・群度の大きな変化は認められませんでした。植生環境は造

成工事着手以前と同様に維持されていると判断されました。 

 

7.2 地下施設の建設に伴うモニタリング調査 

地下施設の建設に伴うモニタリング調査として実施している、水質モ

ニタリング調査については、立坑掘削に伴い発生する排水、掘削土(ズリ)

置場からの浸出水、排水処理設備にて処理後の水、掘削土(ズリ)置場と

その周辺の地表水、清水川河川水および排水の放流先である天塩川河川

水について実施しました。掘削土(ズリ)置場とその周辺の水質モニタリ

ング調査位置を図 57に、天塩川の水質モニタリング調査位置を図 58に

示します。 
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●：採水地点

A7

A4

A6

A1
A2

A3

A5

地下施設

試験棟・研究管理棟

掘削土（ズリ）置場

清水川

 
図 57 掘削土(ズリ)置場とその周辺の水質モニタリング調査位置 

 

水質モニタリング調査の分析項目は、表 8に示すとおりであり、水質

汚濁防止法の排水基準および北るもい漁業協同組合との協定書に記載さ

れている分析項目などです。なお、モニタリングの分析項目が多いため、

本報告書では表 8の「主要な分析項目」についてのみ、結果を掲載して

います。モニタリング調査の詳細な結果は、ホームページ*36で公開して

います。平成20年度の調査結果について、以下に示します。 

 

 
                                                                                       
*36：幌延深地層研究センターホームページ URL；http//www.jaea.go.jp/04/horonobe/ 

放流口

B3地点（下流1km）
B1地点

B2地点
（上流1km）

採水地点0 100 200 300 400 500m

 
※採水は、各地点において、表層、中層および深層の3層で行った。

図 58 天塩川の水質モニタリング調査位置 
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表 8 地下施設の建設に伴う水質モニタリング調査項目 

調査対象 調査地点 調査頻度 主要な分析項目* 

立坑からの排水 排水処理施設（原水槽） 

掘削土(ズリ)置場 

浸出水 

掘削土(ズリ)置場浸出水調

整池 

排水処理設備にて 

処理後の水 
排水処理施設（揚水設備） 

清水川 

掘削土(ズリ)置場の近傍(A5

地点)および幌延深地層研究

センターの近傍（A7地点）（計

2地点） 

カドミウム、ヒ素、

セレン、フッ素、ホ

ウ素、pH、浮遊物質

量、塩化物イオン、

ほか 

天塩川 

放流口前面（B1地点：河口か

ら19km）および放流口の上流

1km（B2地点）・下流1km（B3

地点）の表層･中層･深層（計

9地点） 

1回/月 

ホウ素、全窒素、全

アンモニア、pH、浮

遊物質量、ほか 

掘削土(ズリ)置場とそ

の周辺の地表水 

掘削土(ズリ)置場近傍の観

測井（A1～A4地点）および掘

削土(ズリ)置場雨水調整池

（A6地点） 

A1 ～ A4 地

点：4回/年

A6地点：1

回/月 

カドミウム、ヒ素、

セレン、フッ素、ホ

ウ素、pH、浮遊物質

量、塩化物イオン、 

ほか 

*水質汚濁防止法および北るもい漁業協同組合との協定書等により、「主要な分析項目」以外の分析

項目については、別途、4回/年実施している（A1～A4地点を除く）。 

地下施設からの排水に係るモニタリングの公定分析の結果を表 9に示

します。立坑からの排水は、坑道からの湧水に含まれるホウ素が自然的

原因（地下水に元から含まれているため）により高い値を示しています

が、排水処理設備からの排水処理後の水は排水基準値以下となっていま

す。 

掘削土(ズリ)置場とその周辺の地表水の調査結果を表 10に示します。

平成19年5月より掘削土(ズリ)置場へ掘削土(ズリ)の搬入を開始してお

りますが、掘削土(ズリ)搬入前後でのA1～A4地点、A6地点の水質分析結

果については、季節変動があるものの、ほぼ同じような値と傾向を示し

ました。この結果から、掘削土(ズリ)搬入による周辺環境への影響はな

いものと考えられます。 

清水川の水質モニタリング調査結果を表 11に示します。図 57に示し

たA5地点およびA7地点の水質分析結果は、平成20年10月に降雨の影響で

浮遊物質量が高い値を示した以外は、掘削土(ズリ)の搬入前とほとんど

変化がみられないことから、地下施設や幌延深地層研究センターからの
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環境への影響はないものと考えられます。 

天塩川の調査結果を表 12に示します。4月、5月および8月の結果では、

浮遊物質量が協定値を超えた箇所がありましたが、融雪による増水など

の影響によるもので、自然的要因と考えられます。また、その他の分析

値においては、協定値を下回る結果となりました。天塩川への放流前後

において、明瞭な変化が確認されないことから、放流口周辺環境への影

響はないものと考えられます。 

表 9 地下施設からの排水に係るモニタリング調査結果

（水質分析：公定分析） 

分析項目 単位 立坑からの排水 
掘削土(ズリ)置場 

浸出水 

排水処理設備にて 

処理後の水 

参考値 

(水質汚濁防止法 

排水基準値) 

カドミウム <0.01 <0.01 <0.01 0.1 

ヒ素 <0.01～0.04 <0.01～0.02 <0.01 0.1 

セレン <0.01 <0.01～0.01 <0.01 0.1 

フッ素 <0.8～2.30 <0.8 <0.8 8 

ホウ素 

mg/l 

36～61 1.2～8 <0.1～3.0 10 

pH － 8.2～8.6 7.5～7.9 7.0～8.6 5.8～8.6 

浮遊物質量 14～180 7～51 <1～1 
200 

（日間平均150）

塩化物 

イオン 

mg/l 

1,300～1,910 68.5～422 715～2,330 － 

地下施設からの排水に係るモニタリングは平成20年4月から平成21年3月までの採水における調査分析結果を

記載しています。 
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表 10 掘削土(ズリ)置場とその周辺の地表水の水質モニタリ

ング調査結果 

平成20年 平成21年
分析項目 

採

水

地

点 

平成18年6月 

～平成19年4月 
掘削土(ズリ) 

搬入前 

平成19年5月 

～平成20年3月 
掘削土(ズリ) 

搬入後 
5月 8月 11月 2月 

A1 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A2 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A3 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A4 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

カドミウム 

㎎/l 

A6 

<0.001～0.004 <0.001 

<0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A1 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A2 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A3 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A4 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

ヒ素 

㎎/l 

A6 

<0.005～0.011 <0.005～0.015 

<0.005 0.006 <0.005 <0.005 

A1 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A2 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A3 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A4 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

セレン 

㎎/l 

A6 

<0.002 <0.002 

<0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

A2 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

A3 <0.1 0.1 0.1 0.1 

A4 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

フッ素 

㎎/l 

A6 

<0.1～0.7 <0.1～1.1 

<0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

A1 46.7 49.1 44.7 32.9 

A2 2.97 6.20 7.34 3.86 

A3 24.7 29.4 26.0 22.0 

A4 0.1 0.02 0.02 <0.02 

ホウ素 

㎎/l 

A6 

<0.02～50.7 <0.02～63.0 

0.09 0.09 0.09 0.03 

A1 7.0 6.9 6.9 6.8 

A2 5.7 6.0 5.7 6.1 

A3 6.7 6.8 6.8 6.8 

A4 5.7 5.4 5.3 5.4 

pH 

A6 

4.6～7.4 5.2～7.2 

6.6 7.2 6.5 7.4 

A1 - - - - 

A2 - - - - 

A3 - - - - 

A4 - - - - 

浮遊物質量 

㎎/l 

A6 

12～173 13～500 

26 33 27 1 

A1 2,500 2,900 2,930 2,550 

A2 245 374 492 303 

A3 1,110 1,420 1,440 1,400 

A4 13.7 10.7 11.2 10.0 

塩化物イオン 

㎎/l 

A6 

5.1～2,910 9.3～2,740 

31.5 16.9 36.1 23.7 

表 8に示した「主要な分析項目」のみを抜粋。平成20年度のA6地点の結果はA1～A4地点と同じ調査月のみを記載。 
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表 11 清水川の水質モニタリング調査結果 

平成20年 平成21年 
分析項目 

採

水

地

点

平成18年6月 

～平成19年4月 

掘削土(ズリ) 

搬入前 

平成19年5月 

～平成20年3月

掘削土(ズリ)

搬入後 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

A5 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 カドミウム 

㎎/l 
A7

<0.001 <0.001 

<0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A5 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 ヒ素 

㎎/l 
A7

<0.005 <0.005 

<0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A5 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 セレン 

㎎/l 
A7

<0.002 <0.002 

<0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A5 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 フッ素 

㎎/l 
A7

<0.1～0.1 <0.1 

<0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

A5 0.04 0.13 0.17 0.23 0.19 0.29 0.14 0.17 0.11 0.21 0.17 0.27 ホウ素 

㎎/l 
A7

0.03～0.3 0.11～0.44 

0.03 0.16 0.20 0.29 0.25 0.31 0.24 0.20 0.13 0.21 0.16 0.25 

A5 6.5 6.6 7.0 7.1 6.8 7.1 7.0 6.9 6.6 7.1 7.0 7.2 
pH 

A7

6.4～7.1 6.8～7.2 

6.6 6.8 7.0 7.3 7.0 7.2 6.8 7.0 6.8 6.8 6.8 6.9 

A5 18 5 6 10 8 11 36 3 3 3 2 2 浮遊 

物質量 

㎎/l A7

1～20 1～12 

15 5 3 4 6 6 270 2 1 3 1 1 

A5 16.0 16.1 29.4 32.8 18.2 26.6 24.0 18.6 17.6 44.8 36.1 59.0 塩化物 

イオン 

㎎/l A7

14.4～30.5 16.3～42.4 

16.6 18.9 20.5 24.5 24.8 31.4 27.0 24.2 19.9 26.6 26.7 25.8 

表 8に示した「主要な分析項目」のみを抜粋。
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表 12 天塩川の水質モニタリング調査結果 

平成20年 平成21年 
分析項目 採水地点 

平成18年6月～11月 

（放流前） 

平成18年12月 

～平成20年3月 

（放流後） 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

平成20年4月

～平成21年3月

北るもい 

漁業協同組合 

協定値 

表層 0.01 0.01 0.03 0.06 0.15 0.06 0.04 0.03 0.03 0.01 0.03 0.03 

中層 0.01 0.01 0.03 0.14 0.60 0.27 0.94 0.03 0.03 0.02 0.03 0.03 B1 

深層 0.01 <0.01 4.6 3.8 3.0 3.5 2.8 0.03 0.04 0.02 0.03 0.03 

表層 0.01 0.01 0.02 0.03 0.02 0.06 0.03 0.02 0.02 0.02 0.08 0.03 

中層 0.01 0.01 0.03 0.13 0.04 0.86 0.04 0.03 0.03 0.02 0.02 0.03 B2 

深層 0.01 0.01 4.5 3.9 3.3 3.7 0.96 0.02 0.02 0.03 0.03 0.03 

表層 0.01 0.01 0.03 0.09 0.06 0.07 0.05 0.03 0.03 0.02 0.02 0.03 

中層 0.01 0.01 0.16 0.18 0.42 1.2 0.06 0.03 0.03 0.02 0.02 0.03 

ホウ素 

㎎/l 

B3 

深層 

<0.02～3.35 0.01～4.1 

0.01 0.01 1.4 2.2 4.1 3.8 0.05 0.03 0.13 0.02 0.03 0.03 

<0.01～4.6 5 

表層 0.89 0.56 0.50 0.11 0.18 0.81 0.78 0.50 1.4 0.93 0.88 0.66 

中層 1.30 0.48 0.60 0.15 0.21 0.73 0.69 0.60 1.4 0.99 0.81 0.70 B1 

深層 1.30 0.66 0.16 0.86 0.88 1.6 0.62 0.67 1.4 1.0 1.0 0.75 

表層 1.10 0.46 0.62 0.14 0.21 0.73 1.0 0.67 1.4 0.90 0.74 0.64 

中層 1.00 0.50 0.71 0.25 0.23 0.83 1.1 1.0 1.3 0.82 0.84 0.66 B2 

深層 1.30 0.50 0.16 1.0 0.81 1.8 1.0 0.66 1.6 0.91 0.80 0.71 

表層 1.00 0.80 0.61 0.28 0.26 0.72 0.80 0.64 1.6 0.91 0.94 0.70 

中層 1.10 0.81 0.54 0.11 0.21 0.84 0.98 0.58 1.4 0.92 0.88 0.60 

全窒素 

㎎/l 

B3 

深層 

0.37～1.50 0.16～2.30 

1.10 0.67 0.40 0.37 0.85 1.6 0.92 0.62 1.7 0.97 0.83 0.69 

0.11～1.8 20 

表層 <0.05 0.06 <0.05 <0.05 0.05 0.12 <0.05 0.05 0.11 0.83 0.09 0.08 

中層 0.05 0.06 <0.05 0.05 0.11 0.17 0.15 <0.05 0.09 0.92 0.13 0.11 B1 

深層 0.06 <0.05 <0.05 0.45 0.26 0.42 0.55 0.05 0.11 0.85 0.09 0.07 

表層 0.06 0.06 <0.05 0.06 0.11 0.08 0.05 0.05 0.12 0.89 0.11 0.11 

中層 <0.05 <0.05 <0.05 0.17 <0.05 0.22 0.06 <0.05 0.12 0.76 0.07 0.06 B2 

深層 0.06 <0.05 0.25 0.77 0.25 0.41 0.36 <0.05 0.11 0.85 0.09 0.09 

表層 0.05 <0.05 <0.05 0.06 0.05 0.09 <0.05 <0.05 0.09 0.89 0.13 0.10 

中層 0.08 0.05 0.08 0.10 0.21 0.25 <0.05 0.06 0.11 0.90 0.09 0.06 

全アンモニア 

㎎/l 

B3 

深層 

<0.01～0.35 <0.05～0.26 

0.07 0.05 0.24 0.29 0.28 0.34 <0.05 0.09 0.16 0.96 0.11 0.09 

<0.05～0.96 2注) 

表層 7.2 7.1 7.6 7.5 7.7 7.5 7.3 7.2 7.3 7.0 7.2 6.9 

中層 7.1 7.1 7.6 7.4 7.4 7.3 7.1 7.2 7.3 7.2 7.2 7.0 B1 

深層 7.1 7.1 7.5 7.5 7.5 7.4 7.0 7.2 7.3 7.1 7.3 6.9 

表層 7.1 7.2 7.7 7.7 7.6 7.5 7.4 7.3 7.3 7.2 7.2 7.0 

中層 7.1 7.3 7.5 7.5 7.5 7.3 7.5 7.3 7.3 7.2 7.2 7.1 B2 

深層 7.1 7.3 7.5 7.5 7.5 7.4 7.0 7.3 7.3 7.2 7.2 7.1 

表層 7.1 7.0 7.9 7.7 7.5 7.2 7.0 7.1 7.3 7.2 7.1 7.0 

中層 7.1 7.1 7.6 7.6 7.3 7.2 7.2 7.1 7.3 7.2 7.2 7.1 

pH 

B3 

深層 

7.0～7.6 6.9～7.9 

7.1 7.1 7.6 7.6 7.5 7.4 7.2 7.2 7.1 7.2 7.2 7.1 

6.9～7.9 5.8～8.6 

表層 80 25 2 1 3 2 1 3 6 <1 2 1 

中層 100 26 2 3 3 2 5 3 8 <1 2 1 B1 

深層 100 29 9 7 27 5 5 3 6 2 2 2 

表層 100 24 2 2 3 1 1 3 3 <1 <1 <1 

中層 130 30 3 2 3 4 4 2 3 <1 <1 <1 B2 

深層 130 29 4 5 12 8 2 4 5 <1 <1 2 

表層 120 19 2 2 2 1 1 3 3 <1 <1 <1 

中層 120 22 <1 7 3 4 2 4 3 <1 <1 <1 

浮遊物質量 

㎎/l 

B3 

深層 

3～86 <1～120 

140 22 4 2 6 5 2 15 5 <1 <1 <1  

<1～140 20 

表 8に示した「主要な分析項目」のみを抜粋。採取地点の表層とは水面、深層とは河床上１ｍ付近における採取場所です。中層は基本的に表層と深層の1/2の水深で採取しました。 

注)北るもい漁業協同組合との確認により、放流口下流1km(B3)地点の値としている。
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8. 開かれた研究 

幌延深地層研究計画で実施する地下深部を対象とした研究は、以下に

示す研究機関との共同研究や研究協力をはじめ、その他にも広く関連す

る国内外の研究機関や専門家の参加を得て進めています。平成20年度の

主な研究協力の結果は以下のとおりです。 

 

8.1 国内機関との研究協力 

8.1.1 大学などとの研究協力 

北海道大学 

圧縮ベントナイト中における物質の移動経路の評価に関する研究およ

び地下水・岩石中の有機物特性に関する研究について研究協力を行いま

した。 

前者について、平成20年度は、ベントナイト中の水の動きや物質の移

動経路に関する室内試験を継続するとともに、平成18年度から開始した

この研究を総括し、1)H2
18O*37とトリチウム水*38をトレーサーとして行った、

ベントナイトの主要な粘土鉱物のスメクタイト中の拡散実験と電場勾配

をかけた電気浸透実験から、スメクタイト中の層間水と間隙水ともに移

動可能であり、水素イオンと水酸化物イオンへの解離状態が通常の水と

同様の性質であること、2)スメクタイト中の物質の流れに対する広がり

やすさ（分散長）は、間隙水の塩濃度やスメクタイトの密度によらず、

溶存ヘリウム＞水＞ナトリウムイオンの順となり、その違いは、移動経

路として、層間と間隙を考慮することで説明できること、および3)陰イ

オンである塩化物イオンの分散長は水とナトリウムイオンの中間程度で

あり、スメクタイトの密度の増加に伴い増加し、この原因として、移動

経路の屈曲度*39が増加する可能性がある、という結論を得ました。 
                                                                                       
*37：水分子（H2O）を構成する酸素原子のほとんどは質量数が 16 ですが、この研究では、質量数が 18 の酸素原子

に置換された特殊な水を使用します。この酸素原子の質量数の違いを分析することにより、水の動きを測定し

ます。 

*38：水分子（H2O）を構成する水素原子が通常の水素原子の 3倍の質量数を持つ 3重水素（T:トリチウム）で置換

されている水をトリチウム水と言います。Tは低いエネルギーのβ線を放出することから、このβ線を検出する

ことにより水の動きをみることができるため、水のトレーサーとして生物学など様々な研究に使用されていま

す。 

*39：物質が岩石などの媒体中を移動する場合、間隙中を屈曲しながら進むことになります。屈曲度は、この実際

に移動した経路の長さ（経路長）と最短の経路の長さ（媒体の厚さに相当）の比で表され、経路の複雑さを表

す指標として取扱われています。 
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塩濃度やスメクタイトの層間に存在する陽イオン（層間陽イオン）は

層間距離や粘土表面の電場に影響を及ぼすことが知られています。今後、

間隙水の塩濃度や層間陽イオンの種類を変えた試験などを行い、間隙水

の種類と移動するイオンの種類との関係などについて検討する予定です。 

後者の、地下水・岩石中の有機物特性に関する研究においては、地下

水に溶けている有機物と岩石中に含まれる有機物の分析を行いました。

その結果、有機物の化学成分比や安定同位体の分析結果から、地下深部

の岩石中の有機物の起源が、地層の堆積時に海水から同時に堆積した植

物プランクトン（主に珪藻）であると考えられました。また、地下水中

の有機物は岩石中から溶出したものであり、地下に生息する微生物の栄

養源になっている可能性が示されました。今後、地下水の化学組成や微

生物活動と有機物の関わりについて研究を行っていく予定です。 

 

埼玉大学 

研究所設置地区周辺に分布する新第三紀堆積岩（稚内層、声問層）を

対象に、換気立坑先行ボーリング調査で取得したコア試料からガスを抽

出し、その成因を炭素の同位体組成から検討するとともに、同位体組成

の深度方向の変化から、ガスの流れを遮る地層・地質構造の存在につい

て推定を試みました。 

 

筑波大学 

岩石などに対する地球化学的研究として、幌延地域の岩石や地下水を

用いてカラム試験などの室内試験や化学分析を実施しました。その結果

をもとに、岩石の反応性、特にpHの緩衝作用*40についての考察を行い、

酸化的環境下において黄鉄鉱の溶解反応により水素イオンが生じ、pHが

低下することが分かりました。また、岩石の様々なサイズの空隙の分布

を把握し、岩石－水反応の化学計算に必要な比表面積*41に関する情報を

取得しました。 

 

                                                                                       
*40：pH の緩衝作用とは、酸や塩基を加えても溶液中の水素イオン濃度(pH)をほぼ一定に保つ作用のことです。 

*41：ある物体の単位質量あたりの表面積のことです。 
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名古屋大学、静岡大学 

精密制御定常信号システムデータの解析技術の高度化について、共同

研究を行いました。平成20年度は、遠隔監視システムの観測データを使

って地下の散乱体（使用する信号の波長に比べて短波長の不均質構造）

を推定するための理論的検討や計算プログラムの開発を進めました。 

 

広島大学 

断層帯および亀裂を考慮した堆積岩地盤の水理学的構造の決定と地下

水の移動解析について共同研究を行いました。平成20年度は、既存のボ

ーリング調査で採取した稚内層、声問層、勇知層の岩石試料を用いて、

各地層の透水係数や間隙率と、各地層が過去に受けた応力との関係を室

内試験などにより調べるとともに、これまでに実施した研究の成果を取

りまとめました。 

 

武蔵工業大学*42 

微量元素の放射化分析手法に関して共同研究を行いました。平成20年

度は、稚内層、声問層の岩石を対象として、岩石中に含まれる微量元素

の放射化分析を行い、地質構造や岩石の種類、鉱物の種類ごとに、微量

元素の分布状態を確認しました。また、微量元素が岩石中に保持される

化学条件（pH・酸化還元条件）を確認しました。 

 

静岡大学 

地下深部に生息する微生物の種類や性質を把握することを目的として、

深度500m付近の地下水を採取し、その分析を行いました。その結果、地

下水の酸化還元状態に関与する微生物として硝酸イオンや硫酸イオンを

還元する微生物、メタンを生成する微生物などを同定することができま

した。また、実際の地下深部における、これらの微生物の活性（増殖速

度など）を知るために、現場培養法の検討を行い、酸化剤の還元速度な

どの増殖速度に関わる基礎的知見を得ることができました。 

                                                                                       
*42：武蔵工業大学は、平成21年4月1日から、「東京都市大学」に校名を変更しました。 
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岡山大学 

光ファイバーを用いた水分計測技術の開発について、研究協力を開始

しました。地下水流動解析の上部境界条件として必要となる地下水涵養

量を算出するため、表層地盤の不飽和帯における土壌水分観測は重要な

調査技術です。また、この技術は、人工バリアである緩衝材中の水分挙

動のモニタリングへの適用についても有望であると考えています。本研

究は、表層地盤の不飽和帯や人工バリアの緩衝材などの高精度な水分デ

ータの取得を目的として実施しました。光ファイバーを用いることによ

りケーブル1本で多点かつ長距離にわたって計測が可能であり、従来の測

定機器と比較して土壌水分の分布を求める上での利点が多いと考えてい

ます。 

平成20年度は、従来の圧力を計測するセンサーを、光ファイバーに置

き換えることを検討しました。その結果、光ファイバー式の圧力計でこ

れまでに事例のない負圧の計測に関して、既存の光ファイバー式の圧力

センサーを適用することが可能であり、その中でもFPI*43と呼ばれる方式

が望ましいことが分かりました。 

 

8.1.2 その他の機関との研究協力 

電力中央研究所 

地質・地下水環境特性評価に関する共同研究を実施しています。平成

20年度は、ボーリング孔の角度がほぼ水平に近い状態のコントロールボ

ーリング技術（掘削と各種調査）の適用性を確認しました（HCD-3孔）。

また、地下施設においては、坑道掘削に伴う周辺岩盤の力学、地球化学

特性への影響を把握するための調査ボーリング孔を、深度140mの立坑や

水平坑道から周囲に掘削し、坑道掘削前の初期値として、BTV、ガンマ線

密度、比抵抗調査、弾性波探査、地下水の採水・分析を行いました。今

後、坑道の掘削に伴う変化のデータを取得していきます。 

 

 

                                                                                       
*43：ファブリ・ペロー干渉計（Fabry-Perot interferometer）の略で、非常に高い分解能を持つのが特徴です。 
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幌延地圏環境研究所*44 

「財団法人北海道科学技術総合振興センターとの地層の研究に関する

研究協力協定」に基づき、室内試験や種々の分析に必要な岩石コアや地

下水の提供を行うとともに、定期的に研究に関する情報交換会や両機関

の所有する試験設備を利用した技術的な交流を行いました。 

 

清水建設株式会社 

化学平衡論解析を用いた地下水流動調査に関する共同研究および地質

環境モデルの構築技術の高度化に関する共同研究を行いました。前者は、

地上で計測された物理化学パラメータ（pH、Eh、電気伝導度など）や地

下水の水質データをもとに、原位置におけるpHやEhを定量的に推定する

地球化学計算の手法を構築することを目的としています。HDB-11孔の試

験結果を用いた地球化学モデリングによる平衡論解析では、原位置地下

水の水質の推定が可能なことが分かりました。また、同様の解析をHDB-1

～11孔のデータについても検討した結果、深度とともにpHは酸性側にシ

フトすること、Ehは約-220mVに収束することが推定されました。今後は、

これらの解析結果と原位置のデータとの整合性を確認していく予定です。 

また、後者については、平成20年度は、第1段階で得られた比抵抗デー

タの再整理ならびに平成18、19年度に原子力機構が地下施設周辺で取得

した高密度電気探査結果を活用し、三次元比抵抗モデルと水質分布モデ

ルの更新作業を実施しました。 

 

原子力安全基盤機構*45・産業技術総合研究所*46 

安全評価手法の適用性に関する研究を、原子力機構を含めた三者の共

同研究として実施しました。安全評価手法のうち、特に地下水流動・物

質移動解析手法の適用性を確認することを目的に、研究所用地内の東立

                                                                                       
*44：幌延地圏環境研究所は、財団法人 北海道科学技術総合振興センターが設置した研究所であり、国の補助を

受けて、幌延深地層研究センターの施設や設備を活用した地下空間利用を中心とする研究を実施しています。 

*45:独立行政法人 原子力安全基盤機構は、平成15年に設立され、規制行政庁である経済産業省原子力安全・保安

院とともに、原子力エネルギーの利用における安全の確保を目的とした機関です。 

*46:独立行政法人 産業技術総合研究所は、平成13年に設立され、産業技術の幅広い分野における様々な技術開発

を総合的に行っている、日本最大級の研究組織です。研究分野は大きく分けてライフサイエンス、情報通信・

エレクトロニクス、ナノテクノロジー・材料・製造、環境・エネルギー、地質、標準・計測の6分野があります。 
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坑近傍においてボーリング調査（SAB-1孔）を実施しました。 

 

北海道立地質研究所*47 

幌延地域における古地形の変遷について意見交換を実施しました。ま

た、幌延地域における第四紀以降の海陸分布や堆積環境の変遷について、

現地での地層観察を含めて意見交換を実施しました。 

 

原子力環境整備促進・資金管理センター 

経済産業省資源エネルギー庁が進める沿岸域塩淡境界・断層評価技術

に関するプロジェクトと地層処分実規模設備の整備に関するプロジェク

トの2テーマについて共同研究を実施しました。前者については、塩水と

淡水が混在する場における地下水流動、水質形成および物質移動に関す

る調査を幌延町沿岸域での陸域と海域で電磁法探査を実施し、その領域

の二次元（一部、三次元）比抵抗構造を推定しました。また、浜里地区

でボーリング孔を掘削し、地下水の分布に関する情報を把握するためト

モグラフィー調査を実施しました。 

また、後者のプロジェクトは、地層処分概念とその工学的な実現性や

人工バリアの長期挙動を実感・体感できる地上設備と、深地層研究施設

を活用した地下設備を整備し、人工バリアの搬送・定置に関わる操業技

術や長期挙動などの工学技術に関する研究を行うものです。 

平成20年度は、4.1.1でも述べたように、地上および地下で実施するた

めの操業技術と人工バリアの長期挙動に関わる試験設備について検討し、

地上での試験設備の一部を製作しました。また、試験を実施するための

建屋の設計を行うとともに、仮設の建屋を建設し、実物大のオーバーパ

ックと人工バリアシステムの展示を開始しました。 

                                                                                       
*47:北海道立地質研究所は、北海道の地質と地下資源に関する研究機関（北海道立地下資源調査所）として設立

されました。現在、①地域資源の開発・利用・管理に関する研究、②国土利用保全、地下環境保全に関する研

究、③地質災害の要因解明と防止に関する研究、④地学情報のセンター機能の充実、などを行っています。 
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8.2 国外機関との研究協力 

Nagra*48（スイス） 

幌延深地層研究計画では、ボーリング調査で地下水の流れやすさ（透

水性）を調べる透水試験を実施してきました。 

平成20年度は、これまでに取得した透水試験データの品質確認と数値

解法による透水性の再解析を、Nagraの専門家と共同で実施しました。そ

の結果、品質管理された現場での試験手法に従い取得したデータは、透

水性の解析に使用できる良好な品質であることが確認されました。一方、

試験データの一部において、数値解法による透水性の解析結果が現場で

算出した解析結果と異なることが分かりました。 

今後は、引き続き透水試験のデータについて再解析を実施し、データ

の品質確認を行う計画です。 

 

モンテリ・プロジェクト*49 

国際共同研究のモンテリ・プロジェクトで実施されている各種試験の

うち、原子力機構は「難透水性堆積岩の地球化学的評価試験」および「鉄

材料の腐食に関する原位置試験」に参加しています。 

平成20年度は、前者の試験において、難透水性堆積岩中に存在する間

隙水の地球化学特性を把握し、その形成プロセスを解明する手法の開発、

地下水採取方法などの要素技術開発を実施しました。 

後者の試験においては、鉄の腐食の状況を観測するための装置を設計、

製作するとともに、モンテリ岩盤研究所の調査坑道に装置を設置しまし

た。 

これらの手法や原位置での試験に関する情報などは、幌延深地層研究

計画における坑道内での調査研究に反映していきます。 

 

上記のほか、ANDRA*50（フランス）と堆積岩を対象とした地質環境調査

                                                                                       
*48： Nationale Genossenschaft für die Lagerung radioaktiver Abfälle (National Cooperative for the Disposal 

of Radioactive Waste)：放射性廃棄物管理協同組合 

Nagra は、スイスにおける放射性廃棄物の地層処分の実施機関で、スイス国内の地下研究施設（グリムゼルな

ど）や幌延と同種の堆積岩のサイトにおいて地層処分に係る様々な調査研究を行っています。 

*49:モンテリ・プロジェクト（Mont Terri Project）は、堆積岩を対象とした地層処分研究に関する国際共同研

究です。現在、原子力機構を含め 6ヶ国から 12 機関が参加し、スイスのモンテリ・トンネル内において地層処

分に関連する各種の原位置試験が実施されています。 
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技術や地下施設における調査手法や原位置試験などについて情報交換を

行いました。 

 

                                                                                       
*50：Agence nationale pour la gestion des déchets radioactifs (National radioactive waste management 

agency) :放射性廃棄物管理公社 

ANDRA は、フランスにおける放射性廃棄物処分の実施機関であり、低中レベルの放射性廃棄物処分場を操業

するとともに、高レベル放射性廃棄物および長寿命の中レベル放射性廃棄物処分に関する研究開発の中核機関

で、現在、幌延と同種の岩石である堆積岩を対象に深地層の研究施設計画を進めています。 
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